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はじめに
 〜初版 ご挨拶〜

2004 年に「お芝居から生まれた」子どもシェルターカリヨンが東京に開
設されてから約 15 年、子どものためのシェルターは確実に全国に広がり、
現在「子どもシェルター全国ネットワーク」に参加している団体は、20 団
体（シェルターは、休止・未開設の地域を含みます）になります。そして、
私ども全国ネットワークは、各都道府県に少なくとも１カ所の子どもシェル
ター開設を大きな活動方針に掲げ、子どもシェルター未設置地域への支援等
を重ねて参りました。

このたび、全国の子どもシェルターの実践や経験等を提供し合い、子ども
シェルターを新しく立ち上げ、安定的・継続的に運営していくためのノウハ
ウを本書に取りまとめてみました。もちろん、それぞれの地域によって異な
る実情があり、それに対しては丁寧な工夫をしていくことが必要ではありま
すが、新しく子どもシェルターの開設を検討していただける際に、本書が何
らかの参考になるのであれば幸甚の至りです。

本書の制作に当たり、キリン福祉財団には多大な御支援をいただきました。
心より感謝申し上げるとともに、本書を最大限に活用して参りたいと誓うも
のであります。今後、子どもシェルターが開設され、子どもたちの人権や福
祉が守られることを強く祈念致します。

2019 年３月　　
子どもシェルター全国ネットワーク会議

　　　　　代表　影山 秀人

改訂版の発刊に際して

様々な事情で家庭などに居場所がない子どもたちが安全で安心して過ごせ、
その子どもの権利を保障するための緊急避難場所である子どもシェルターが、
2004 年に東京のカリヨン子どもセンターにより全国で初めて開設されまし
た。現在、「子どもシェルター全国ネットワーク会議」に参加している団体
は 25 団体（子どもシェルターは、休止・未開設の団体も含みます）となり、
子どもシェルターは全国に広がってきています。

私ども全国ネットワークは、「子どもシェルターを各都道府県に少なくと
も 1 か所は開設しよう」との大きな活動方針のもと、子どもシェルターが
ない地域への支援等をしてきており、その中で 2019 年３月に新しく子ども
シェルターの開設を検討する際の参考にしていただくため、「子どもシェル
ター立ちあげブック」（以下、「ブック」といいます）を製作しました。

このたび、ブックにあらためて「子どもシェルター」の説明やブック製作
後に新たに３か所に子どもシェルターが開設された際に気づいた項目などを
追加、修正して、ブック改定版を発刊するはこびとなりました。本書がこれ
から子どもシェルターの開設を検討する際に、何らかの参考になれば幸いで
す。

本書の製作にあたり、一般社団法人日本民間公益活動連携機構や公益財団
法人パブリックリソース財団には多大な御支援をいただきましたことに対し、
心より感謝申し上げます。今後も、子どもシェルターの活動がより広がり、
困難を抱えた子どもらのセーフネットがより充実していくことを強く願って
おります。

2025 年 2 月
　　　　　　　　　　　　　子どもシェルター全国ネットワーク会議

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表　鵜野 一郎
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第０章

「子どもシェルター」ってなんだろう？
「子どもシェルター」をつくりたい、

と思っておられる方へ
　安全に暮らす場所がなく、緊急で居場所

を必要としている子ども、若者の相談を受け
ている。現行の制度や施設のあり方では、若
者へのサポートやケアが十分ではないという
問題意識をもたれている。あるいは、児童虐
待で傷ついた子どもや、居場所がなく繁華街
で心身を危険にさらす若者たちについての
ニュースをご覧になって、この窮状に対して
何かできないのかと胸を痛めておられる。

「子どもシェルター」があれば……、「子ど
もシェルター」がないならつくりたい、と思
い、本書を手に取ってくださった方はきっと、
困難を抱えた子ども、若者を前に、救済の手
立てが十分ではないとお感じになっているの
ではないかと想像します。

その思い、その憤りは、これまで「子ども
シェルター」をつくり、運営継続するために、
奔走し続けてきた日本各地の仲間が抱いてき
たものと同じです。

2004 年に日本で初めての子どもシェル
ター「カリヨン子どもの家」が誕生しました。
このときから、「子どもシェルター」という新
たな社会資源を拠点として、弁護士と児童福
祉職員とボランティアの関わりで、子どもた
ちの困難に寄り添うことができまいか、とい
う試行錯誤が始まりました。

早 20 年余が経ち、子どもや若者をとりまく
法律、社会の様相、スマートフォンや SNS の
普及、そして子どもや若者のニーズの感じ方
や自立に向かう道のりも変化しています。成
人も 20 歳から 18 歳に引き下げられました。
それでも、安全な居場所がなく、誰にも相談
ができず、ひとりぼっちで苦しんでいる子ど

も、若者はいなくなっていません。
1 軒の「子どもシェルター」を開設し、サス

テナブル（持続可能）な状態までもっていく
には、法律、児童福祉、心理、医療など、あ
らゆる分野の専門家が集い、行政をはじめと
するさまざまな関係機関と折衝し、ヒト・モ
ノ・カネの調整に膨大なエネルギーを投下す
る必要があります。開設がゴールではなくス
タート、それからも運営にはさまざまな局面
を超えていかねばなりません。

その大変さを想像するだけで気が引けてし
まう……不安になってしまう……そんな方た
ちの転ばぬ先の杖になれたら。この「子ども
シェルター立ちあげブック」は、これまで子
どもシェルターを開設・運営してきた団体が
経験し、ひとつひとつ超えてきたタスク、課
題、困難についての要点や情報がつまってい
ます。自団体が開設のときに、こうした助言
を聞きたかった！ という事柄に、できるかぎ
り触れられるよう各団体で分担して原稿執筆
をしました。

他方で、皆さんが直面された困難や憤りは、
「子どもシェルター」という選択肢で解決でき

ることなのか。本書をお読みいただくことで、
具体的なイメージを描いていただけるかもし
れない、その問いへのヒントを見つけていた
だけるかもしれない、と思っています。やは
り「子どもシェルター」をつくろう！ という
思いを強めていただけたら嬉しいですし、「子
どもシェルター」ではないようだ、違う可能性
をめざそう！ という結論になられても、「子
どもシェルター」について知っていただいた
ことは、何らかの形で子ども、若者の支援に
つながることがあるはずです。

後述するように、子どもシェルター運営ス
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キームも、これからより多様になっていくだ
ろうと推察しています。子ども、若者の居場
所の選択肢が増えること、そしてそれぞれ
の居場所のあり方が少しずつ異なり、グラ
デーションがあることはきっと良いことで
す。困っている子ども、若者が、その時の困
りごとの内容や自身の状態に応じて選択で
きるようになる未来が、その先にあるかもし
れません。

「子どもシェルター」がもっと増えていって
ほしい。その時に、私たちが模索して整理し
た情報や失敗談すら活かしてほしい。子ども
シェルターを運営する団体同士が緩やかに繋
がり、支えあうために形成している「子ども
シェルター全国ネットワーク会議」では、新
しく「子どもシェルター」をつくりたいとお
考えになる方、団体への応援を積極的にした
いと考えています。その思いと共に、「子ども
シェルター」と銘打つ活動実践から浮かび上
がった理念も、お伝えしたく思います。ぜひ
ご一読ください。

「子どもシェルター」って何だろ
う？

「こども」「子ども」「子供」と、最近は巷
にいろいろな表記が混在しています。理由が
あるときもあれば、理由がないときもあるで
しょう。「子どもシェルター全国ネットワー
ク会議」では、自らの活動をあえて「子ども
シェルター」と表記しています。18 歳成人や
こども家庭庁の新設前から使用してきた用語
であり、制度・社会が変化しても、私たちの
活動内容が変わったわけではないからです。

2011 年 7 月に当時の児童福祉施策担当で
ある厚生労働省より、「子どもシェルターを児
童自立生活援助事業の一類型として認める」
通知が出て、2025 年 2 月現在子どもシェル
ターのほとんどは「児童自立生活援助事業」
を運営スキームとしています。（そのため、本
書の立ちあげに関する情報は、すべて「児童
自立生活援助事業」を想定しています）

子どもシェルター全国ネットワーク会議は、
厚生労働省へ、「子どもシェルター」という

活動を指した事業の新設置を求めてきました。
しかし、それは（当時は）叶わなかったわけ
です。児童自立生活援助事業の一類型におさ
まったのは、当時の運営団体数、活動の広が
り規模等から児童福祉法改正をして新事業を
設置することはできない、しかし既に活動し
ている「子どもシェルター」が寄付や NPO 法
人会費のみでは運営し続けられないことは理
解でき、何らかの対策が必要、という悩まし
さの中で折衷案として提示されたのが、よく
似た対象年齢、施設規模であった児童自立生
活援助事業（＝自立援助ホーム）の一類型で
あれば……という選択肢でした。

今もって、「子どもシェルター」と「自立援
助ホーム」は、似ているところもありますが、
本質は異なる活動だと、「子どもシェルター全
国ネットワーク会議」では考えています。児童
自立生活援助事業認可を受けるためには、児
童自立生活援助事業基準での経営を行わねば
なりませんが、こども家庭庁「児童自立生活
援助事業実施要項」や「自立援助ホーム運営
指針」では、“「子どもシェルター」とは” と
いうことがわかりません。

その実情を超えたく、2023 年「子どもシェ
ルター全国ネットワーク会議」にて、独自に

「子どもシェルター運営指針」を作成しまし
た。まだ、公の認証を受けたものではありま
せんが、「子どもシェルター」の目的と仕組み
を明らかにし、その運営にあたる理事、職員、
その他すべての関係者が、拠りどころとすべ
き基本理念を示しています。

まず、運営の中身の詳細は地域の事情によ
り異なっていても、「子どもシェルター」とし
て共通していること、共有しなければならな
いと考えることを、次の５つの視点から考え
ました。

1)　緊急事態にある 10 代後半の子どもの短
期間の避難場所であること。

2)　侵害されてきた子どもの人権の回復、権
利保障を何より優先すること。

3)　子どもにとって居心地のよい、個別の希
望に応じた支援をすること。
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4)　常に子どもを真ん中にして、その意見を
聴きながら、職員、弁護士、児童福祉司
らが、チームとなって支援すること。

5)　弁護士が法人の運営の中核に参加し、理
事、職員、ボランティア、子ども担当弁
護士、関係機関らが、対等なパートナー
として連携、協働できる組織運営を行う
こと。

また、この運営指針作成にあたって、「子
どもシェルター」の活動に際して、困難を抱
え、傷ついた子どもの人権回復をめざす現場
で大切にしたい、実践から生まれた次の 3 つ
のキーワードを、常に念頭におきました。

　
1)　「生まれてきてよかったね。ありのままの

あなたが、生きていていい。」
2)　「ひとりぼっちじゃないからね。」
3)　「あなたの道はあなたが選ぶ。あなたが選

んでいい。」

これらのキーワードを、支援をする大人た
ちが、深く肝に銘じ、言葉で、まなざしで、態
度で、子どもに伝え続けること。その活動に
よって、子どもは、試し行為を経ながらでは
ありますが、固く閉じた心のとびらをいつか
開き、「人を信じてもいいのかもしれない」と
思い始め、少しずつ元気になり、自分の足で
立ちあがって、歩き始めるときがきっとやっ
てきます。子どもの人権の回復、権利保障と
は、この３つのキーワードを、本気で実現して
いくことにほかならず、「子どもシェルター」
はそのことをめざす場だという共通認識に立
つものです。

前述した趣旨にて、「子どもシェルター運
営指針」は第１から第５までに、その細目を
記載しています。なお、根拠、解説などをま
とめた注釈編は、子どもシェルター全国ネッ
トワーク会議のホームページにて公開して
います。

子どもシェルター」運営スキーム
多様化の時代へ

子どもシェルター全国ネットワーク会議で
は、「子どもシェルター」と銘打つ活動には、
先にご紹介した理念をどうか共有していただ
きたいと思っていますが、子どもや若者の緊
急避難場所の選択肢が、「子どもシェルター」
に限らず、多様にある世の中にいたることを
願っています。

前述したような経緯の中で、長らく「子ど
もシェルター」をサステナブル（持続可能）
にするには、児童自立生活援助事業の認可を
受けるというひとつの選択肢しかない時期が
続いていましたが、近年 10 代後半から 20 代
の子ども、若者に対する支援事業の可能性が
増えてきています。児童自立生活援助事業で
はない選択肢で、「子どもシェルター」の運営
を準備する団体もあります。

児童自立生活援助事業による実践の経験し
かない私たちには、現時点で他事業を活用す
ることの展望、メリット・デメリットをご説
明することはできませんが、知りえている情
報としてご紹介いたします。

今後、それぞれの実施団体が増え、重なり合
うフィールドで活動している団体同士として、
お互いの実情を知り、信頼をもって連携する
間柄になっていくことは、従事するおとなに
とってはたいへん心強く、子どもたち、若者
たちにもきっと歓迎してもらえる未来だろう
と思います。

8

 事
業

 
 児
童
⾃
⽴
⽣
活
援
助
事
業
Ⅰ

 
 型
（
⼦
ど
も
シ
ェ
ル
タ
ー
）

 
 官
⺠
協
働
等
⼥
性
⽀
援
事

 
 業

 
 社
会
的
養
護
⾃
⽴
⽀
援
拠

 
 点
事
業

 
 こ
ど
も
・
若
者
シ
ェ
ル
タ
ー

 
 相
談
事
業

 
 そ
の
他
の
可
能
性

 

 法
律

 
 児
童
福
祉
法

 
 困
難
な
問
題
を
抱
え
る
⼥

 
 性
へ
の
⽀
援
に
関
す
る
法

 
 律

 
 児
童
福
祉
法

 
 児
童
虐
待
防
⽌
対
策
⽀
援
事

 
 業
実
施
要
綱

 

 ・
⾥
親
・
法
⼈
型
フ
ァ
ミ

 
 リ
ー
ホ
ー
ム

 
 （
⼀
時
保
護
委
託
先
や
市
区

 
 町
村
の
シ
o
ー
ト
ス
テ
イ
委

 
 託
先
の
活
動
）

 
 ・
⼀
時
保
護
専
⽤
施
設
（
児

 
 童
養
護
施
設
等
が
運
営
で
き

 
 る
）

 
 ・
シ
ェ
ア
a
ウ
ス

 
 ・
⼦
ど
も
⾷
堂

 

 対
象

 
 義
務
教
育
終
了
以
上
で

20
歳

 
 未
満
の
者
等

 
 困
難
に
直
⾯
し
た
⼥
性

 

 ケ
ア
リ
ー
バ
ー
お
よ
び
虐

 
 待
経
験
が
�
<
な
が
;
も

 
 こ
>
2
で
公
的
⽀
援
に
!

 
 な
が
;
な
�
 
た
者
等

 

 虐
待
等
に
よ
<
家
庭
等
に
居

 
 場
所
が
な
�

10
代
〜

20
代

 
 の
こ
ど
も
・
若
者
で
、
児
童

 
 福
祉
施
設
の
利
⽤
を
希
望
し

 
 な
�
者
等

 

 主
な

 
 内
容

 

 ⼀
時
避
難
、
⽣
活
援
助
、
転

 
 居
に
4
�
#
の
ケ
ー
ス
ワ
ー

 
 ク
等

 

 ア
ウ
ト
リ
ー
チ
、
⼀
時
避

 
 難
、
⾃
⽴
⽀
援
、
ア
フ

 
 タ
ー
ケ
ア
等

 

 居
場
所
の
提
供
、
相
談
⽀

 
 援
、
専
⾨
機
関
へ
の
繋

 
 ぎ
、
⼀
時
避
難
な
ど

 

 居
場
所
の
提
供
、
相
談
⽀

 
 援
、
⼀
時
避
難
、
⾃
⽴
⽀

 
 援
、
⼼
理
・
法
律
相
談
等

 

 備
考

 

 従
来
の
「
⾃
⽴
援
助
ホ
ー

 
 ム
」
は
、
相
談
・
⽣
活
援
助

 
 に
加
え
、
⾃
⽴
⽀
援
、
就
学

 
 ⽀
援
、
ア
フ
タ
ー
ケ
ア
等

 

 旧
：
若
年
被
害
⼥
性
等
⽀

 
 援
事
業
等

 
 2025

年
1
⽉
、
ガ
イ
ド
ラ
イ

 
 ン
制
定

 

「
子
ど
も
シ
ェ
ル
タ
ー
」
の
実
施
事
業
の
可
能
性



11



12 13



14 15



第１章

子どもシェルター開設まで



第１章 子どもシェルターの出発 シェルター PT（プロジェクトチーム）を立ち上げよう（おきなわ）
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シェルター開設まで

①シェルターＰＴ設立

１  子どもシェルター開設に向けての第一歩

子どもシェルターを開設するという機運を
高め ､ 動き出すことが子どもシェルター開設
に向けての第一歩である。

どこの地域においても ､ 最初は ､ 子ども
シェルターがどういうものかよく分からな
い ､ 開設したいけど何をしたら良いのか分か
らないものである。まずは ､ 虐待等で居場所
を失った子どもたちのために安心して生活で
きる場所が必要だという子どもシェルターの
ニーズを実感し ､ 子どもシェルターが果たす
意義を知ることが必要である。

子どもシェルターのことを知るためには ､
子どもシェルター全国ネットワーク会議への
参加 ､ 日弁連子どもの権利委員会の協議会等
におけるシェルター設置会との交流 ､ 各シェ
ルターで開催しているシンポジウムへの参加
等が考えられる。また ､ 子どもシェルターの
ことを詳しく知るために ､ 子どもシェルター
関係者を招いての勉強会等を開催するのもよ
い。

子どもシェルターの開設や運営には ､ それ
なりの時間や労力を必要とする。開設に向け
て動き出すことに躊躇することもあろうが ､
居場所のない子どもたちを救うという子ども
シェルターの重要な意義を感じ ､ 子どもシェ
ルター開設に向けて動き出していただきたい。

２ シェルターＰＴ等の設置

シェルターの運営は ､ ＮＰＯ法人等の団体
を設立して行うことが一般的である。法人設

立後は ､ 法人が主体となって活動を行うが ､
法人設立まではＰＴ ､ 準備会（以下 ､「ＰＴ
等」という。）などの名称で ､ シェルター開設
に向けての準備を行うこととなる。

例えば、単位会の弁護士会子どもの権利委
員会においてＰＴ等を設置した場合 ､ 弁護士
会の活動としてシェルター設置に向けての活
動を行うこととなるので ､ 弁護士会館を会議
等で利用できたり ､ 弁護士会によっては活動
に関わる費用を弁護士会が負担できる場合も
あろう。また ､ シェルター開設後のコタン名
簿によるコタンの配点等を委員会と協力して
行うことも考えられるため ､ 委員会との協力
は不可欠であり ､ ＰＴ等を委員会内に設置す
ることによる連動性もある。

シェルター開設に向けて中心的に活動す
るメンバーを集めることとなるところ ､ ＰＴ
等のメンバーがそのまま法人の理事になり ､
団体設立後も引き続き中心的な活動を行う
こととなることが多い。他方 ､ 他団体や協
力者との既存の連携体制等の各地の実情に
よっては ､ 早い段階から理事や職員候補とな
るような弁護士以外の協力者をＰＴ等に入れ
るということも考えられよう。弁護士会外で
ＰＴを設置する場合でも弁護士会及び委員会
との緊密な協力関係が不可欠である。　

３ シェルターＰＴ等の運営

(1) スケジュール
シェルター開設に向けて検討を要すること

は多岐にわたっている。【別表（P31 掲載】の
ような具体的な検討事項や検討状況をまとめ
たものを作成し ､ その都度進捗状況を確認す
るとよい。また ､ シェルター開設に向けてや
るべきことは非常に多いが ､「１年後に開設

シェルターＰＴ（プロジェクト
チーム）を立ちあげよう

その１

（ＮＰＯ法人子どもシェルターおきなわ 編）

する。」等といった明確な開設時期の目標を定
め ､ そこから逆算してやるべきことをやって
いく方が緊迫感を持って積極的に取り組める
のではないだろうか。
(2) 役割分担

シェルター開設に向けて準備しなければな
らないことは多岐にわたっており ､ 法人設立
後やシェルター運営開始後をも見据えて ､ Ｐ
Ｔ等のメンバー数人で役割分担しながら準備
を進めることが望ましい。

役 割 分 担 は ､ そ れ ぞ れ の シ ェ ル タ ー に
よって事情が異なり ､ 一般化することは難
しいが ､ 例えば ､ 代表者である理事長 ､ 事
務全般を取り仕切る事務局長 ､ 資金集めや
支出等の管理をする財務担当 ､ 職員の労務
管理等を行う労務担当 ､ 建物や備品等に関
する物件・物品担当 ､ 広報に関わる広報担
当 ､ 法人の手続全般に関わる法人担当 ､ ボラ
ンティア募集や養成講座等に関するボラン
ティア担当 ､ コタンの配点やコタン名簿に
関するコタン担当などが考えられよう。
(3) 開催頻度 ､ 開催場所

シェルター開設に向けて検討事項が多岐に
わたっていることから ､ 少なくとも毎月１回
はＰＴ等を開催することになろう。また ､ Ｐ
Ｔ等を弁護士会内で設置した場合 ､ 弁護士会
においてＰＴ等を開催することになろう。

４  シェルターＰＴ等の活動

(1) 検討事項
ＰＴ等において ､【別表（P31 掲載）】に記

載しているような事項について検討を行う。　　
子どもシェルター全国ネットワーク会議の

メーリングリストで質問したり ､ 子どもシェ
ルター関係者を招いての勉強会等を開催する
等して ､ 疑問点を解消しつつ参考となる書類
を取り寄せて準備を進めるとよい。
(2) 意見交換会（関係者との連携）

子どもシェルターの開設 ､ 運営は弁護士だ
けではできず ､ 子どもに関わる様々な関係団
体や関係者との連携が不可欠である。どのよ
うな子どもシェルターを目指すのかは ､ 地域
の実情に応じて異なるものと思われ ､ 関係団

体や関係者と意見交換しながら ､ 地域のニー
ズに合わせた子どもシェルターを作るのがよ
い。

関係団体や関係者としては ､ 地域の実情に
もよるが ､ 児童相談所 ､ 家庭裁判所 ､ 保護観
察所 ､ 児童養護施設や自立援助ホーム ､ 子ど
も・若者支援団体 ､ 就労支援団体 ､ 母子家庭
支援団体 ､ 医師（産婦人科医 ､ 小児科医 ､ 児
童精神科医等）､ 大学教授等が考えられる。
(3) 他のシェルターの視察

シェルターを設置 ､ 運営するにあたり ､ 既
に開設されて運営されている他のシェルター
を参考にすることは非常に有益である。他の
シェルターを参考にせずに自前のシェルター
を作ることは困難であろう。参考にできるも
のは全て参考にし ､ 適宜アレンジして自身の
ところに取り入れるとよい。

シェルターは ､ 原則非公開であるため ､ 場
所の秘匿については厳格であるが ､ 弁護士に
よるシェルター設置に向けた視察であれば問
題なく受け入れられる。視察を希望する各
シェルターの事務局に連絡をして日時の調整
をされたい。また ､ 場所の秘匿について十分
に注意していただくこと ､ 入所中の子どもの
状態によっては急遽視察を断らざるを得ない
こともあることに留意されたい。
(4) マスコミ

活動の意義を広く市民の方に訴え ､ 支援の
広げていくために ､ マスコミの力を活用する
ことも有益である。早い段階から意見交換会
等に地元紙やテレビ ､ ラジオ等を招き ､ 支援
を呼びかけると良いであろう。

②弁護士会との関係

１　弁護士会の活動としての承認

上記のとおり ､ シェルターの運営は ､ ＮＰ
Ｏ法人等の団体を設立して行うことが一般的
であり ､ 法人設立後は ､ 法人が主体となって
活動を行うが ､ 現在運営されている法人の多
くは、単位会の弁護士会子どもの権利委員会
内に PT 等を設置し、シェルター開設に向け
ての準備を行ってきた。
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その際には ､ 弁護士会において ､ シェル
ター開設に向けての活動を弁護士会として
の活動として承認してもらうことが必要で
ある。手続等については ､ 各単位会の実情に
よるが ､ 執行部宛ての上申書を作成したり ､
執行部の会議において直接説明して理解を
求めるということが考えられる。

弁護士会に承認を得るために ､ 子どもの権
利擁護のために ､ 子どもシェルターの開設に
向けて弁護士会として活動すべきことを伝え
る必要があるところ ､ 日弁連は ､ ２０１１年
２月１８日 ､「『子どもシェルター』の公的制
度化を求める意見書」を発出している。同意見
書において ､ 日弁連は ､ 居場所のない子ども
たちの存在 ､ 現状の制度が不十分である中で
の子どもシェルターの活動意義や必要性を述
べた上で ､ 子どもシェルターの法制度化や補
助金交付を求めているところ ､「子どもシェ
ルターを必要とする子どもの数は ､ いまだ全
国各地で多数が潜在しているはずであるもの
の ､ 顕在化している数に限っても増加してお
り ､ 今後 ､ せめて都道府県ごとに少なくとも
１か所の子どもシェルターが開設される必要
があるだろう。」と述べ ､ 日弁連として ､ 都
道府県ごとに少なくとも１か所の子どもシェ
ルターの開設を訴えている。そして ､ 日弁連
子どもの権利委員会において ､ 各地の子ども
シェルター開設の動きを支援したり ､ 情報交
換を行ったりしながら ､ 全国で子どもシェル
ターが開設されることを目指すということを
活動方針としている。このように ､ 日弁連が
子どもシェルター設置を活動の一環としてい
ること ､ そのための活動を単位会としてする
ことを執行部に伝え ､ シェルター設置へ向け
ての活動が弁護士会の活動として認められる
よう執行部とかけ合うこととなる。

２  弁護士会による費用援助

シェルター開設に向けての活動を弁護士会
としての活動として承認してもらえた場合 ､
弁護士会の実情によるが ､ シェルター開設に
向けた活動にかかる次のような諸費用を弁護
士会に負担してもらうこともある。

・勉強会や研修会における講師の講師代や日当
・シンポジウムにおける諸費用（会場費 ､広告費
用 ､講師費用 ､雑費等）

・子どもシェルター全国ネットワーク会議等の
参加のための旅費日当

・他のシェルターの視察のための旅費日当等

子どもシェルター開設に向けての活動が弁
護士会としての活動であること ､ 子どもシェ
ルター開設のために不可欠な活動であり必要
な費用支出であること等を弁護士会執行部に
説明して理解 ､ 承認を得ることが必要であろ
う。

３  コタン（子ども担当）弁護士の募集や研
修 ､ 配点等

シェルター開所後におけるコタン弁護士の
募集や研修 ､ 配点等については ､ 各シェル
ターによって運用方法が異なるが ､ 弁護士会
子どもの権利委員会と協力して行うことが一
般的であろう。

まず ､ シェルターに入所した子どもにコタ
ン弁護士を付けるにあたり ､ 予めコタン弁護
士名簿を作成しておき ､ その名簿に基づいて
配点することが一般的であるところ ､ 多くの
シェルターでは ､ コタン弁護士名簿に登録さ
れるために研修を受講することを要件として
いる。

このようなコタン弁護士の募集や名簿の作
成 ､ そのための研修等について ､ 弁護士会の
会員へのコタン弁護士名簿への登録の呼びか
け ､ 弁護士会内の研修の実施とその案内 ､ コ
タン弁護士名簿への登載希望者の登載希望の
届出の提出先を弁護士会として弁護士会にお
いて名簿を作成 ､ 管理すること等 ､ 弁護士会
子どもの権利委員会が主体となって行うこと
が考えられる。

また ､ コタン弁護士名簿に基づくコタン弁
護士の配点方法も各シェルターにより異なる
ところ ､ 上記のように弁護士会がコタン弁護
士名簿を作成 ､ 管理している場合には ､ シェ
ルター側と弁護士会ないし子どもの権利委員
会との間で ､ 予めコタン弁護士の配点ルール

を決めておく必要がある。

４  弁護士会の子どものための電話相談窓口
の活用について

各弁護士会において子どものための電話相
談窓口を設置しているところが少なくないと
ころ ､ 弁護士会の電話相談窓口をシェルター
への入所や相談の窓口に利用しているシェル
ターもある。

このような場合 ､ 電話相談担当者からシェ
ルター事務局やシェルター理事への連絡方法
等について ､ 予め弁護士会ないし子どもの権
利委員会と協議して決めておく必要がある。

③児童相談所 ､ 自治体との連携

１   児童相談所との協議や連携

シェルターの設置や運営にあたり ､ 児童相
談所との協議や連携は不可欠である。

ＰＴ等の設置後早い段階でシェルターの意
義や役割 ､ 必要性 ､ 児童相談所との連携のあ
り方等について協議することが望ましい。各
児童相談所に配置されている弁護士とも協力
するとよい。

児童相談所から警戒や敵対されるようなこ
とがあっては ､ シェルター運営に支障を来す
ことになりかねない。児童相談所の従前の活
動に十分に敬意を表しながら ､ 制度上の問題
を指摘するなどして ､ 子どもたちのための協
力や連携を提案するのがよかろう。日頃から
の弁護士会と児童相談所との関係性が ､ その
ままシェルターと児童相談所の関係に影響を
及ぼすこともあるので ､ 日頃から弁護士会と
児童相談所とが良好な関係を保つことも肝要
であろう。

児童相談所の担当者によって運用に差異が
生じないよう ､ シェルターを開設するにあた
り ､ シェルターと児童相談所との間で協定書
を取り交わすことも想定される。

また ､ 児童相談所経由でシェルター入所に
つながることも一定数見込まれるところ ､ 児
童相談所がシェルターの意義や役割 ､ シェル

ターでできる支援内容等について十分に理解
してもらえていない場合 ､ 児童相談所から
シェルターへの入所の打診がなくなってしま
う。児童相談所にシェルターのことを十分に
理解してもらえるよう ､ 繰り返し説明すべき
であろう。また ､ ＰＴ等の設置当初において
は ､ 児童相談所の所長や責任者クラスの者と
協議でも足りるものと思われるが ､ 児童相談
所のケースワーカーにもきちんとシェルター
のことが伝わるよう ､ ケースワーカー向けの
勉強会等を開催してもよかろう。

さらに ､ 児童相談所の関与がなくシェル
ター入所につながったケースにおいて ､ 児童
相談所の決定をもらうことが一般的であると
ころ（入所者が１７歳以下の場合には一時保
護決定 ､ １８歳以上の場合には児童自立生活
援助実施の決定）､ シェルター入所を認めた
シェルターの判断を尊重してもらい ､ 児童相
談所において速やかに決定を出してもらえる
よう予めお願いしておくことも必要である。
入所後 ､ 児童相談所からの決定に時間を要し
てしまうと ､ その間の入所者の扱いが私的契
約となってしまう。保護者の追及を受けるリ
スク、私的契約の入所者がいることで措置費
が減額されるリスクがある。このようなこと
を避けるため ､ 入所後に速やかに児童相談所
の決定を出してもらうか ､ 後日決定が出たと
しても ､ 決定日を入所日に遡るかにすること
が必要であるところ ､ 児童相談所との協議が
必要である。

このように ､ シェルター運営にあたって児
童相談所についてとの協議や連携は不可欠で
あり ､ 協議会を開催したり ､ ＰＴ等に招くな
どしながら ､ 継続的に関わっていくべきであ
る。

２   自治体との連携

シェルターは ､ 児童自立生活援助事業とし
て ､ 都道府県ないし市（政令市）に届け出る
ことによる当該自治体からの措置費を主な財
源として運営することが一般的である。シェ
ルターは ､ 開始届が受理されることにより事
業を行うことができる。
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このような財源を獲得すると共に ､ 継続的
安定的に事業を実施していくために ､ 当該自
治体との連携や協力は不可欠である。ＰＴ等
の設置後早い段階でシェルターの意義や役
割 ､ 必要性 ､ 自治体との連携のあり方等につ
いて協議することが望ましい。

児童自立生活援助事業を新たに実施すると
いうことは ､ 自治体の予算に関わることであ
り ､ 自治体における児童自立生活援助事業の
担当部署は ､ 予算を司る財政の担当部署と折
衝をしなければならない。このような予算折
衝のことに鑑み ､ できるだけ早期に担当部署
と交渉を始めるべきである。また ､ 事業の実
施が予算に関わることであるため ､ 担当部署
から ､ 当該地域におけるシェルター事業の
ニーズや費用対効果について ､ 具体的根拠や
資料に基づいて説明するよう求められること
がある。この章の執筆を担当している沖縄に
おいては ､【別表（P31 掲載）】を沖縄県の担
当部署に提出し ､ 事業実施と予算獲得に向け
て複数回協議を行った。

また ､ 自治体との間で ､ 措置費に関して ､
暫定定員及び保護単価の設定についての扱い
や民間施設給与等改善費や社会的養護処遇改
善加算の算定方法等について ､ 事前に確認を
するとよい。

３　緊急時の連絡体制

児童相談所とシェルターとの連絡方法につ
いても ､ 各シェルターで異なっているものと
思われる。

この章を執筆している沖縄においては ､
シェルターにおいて携帯電話を利用してその
日勤務のスタッフが応答することとしている
ところ ､ 児童相談所に当該携帯電話の番号を
教えており ､ 入所中の子どもに関わることに
ついては ､ 児童相談所から直接シェルターに
連絡してもらうこととしている。他方 ､ 事務
的な連絡や入所の打診等については ､ 基本的
にはシェルター事務局に電話してもらうこと
としている。また ､ シェルター入所中の子
どもが無断外出した等の緊急事態において ､
シェルターから児童相談所に連絡を取る際に

も ､ シェルターの携帯電話を使用している。

1 都道府県知事に届け出ることにより ､ 児童
自立生活援助事業を行うことができる（児童
福祉法第 34 条の 4 第 1 項）。
2 平成 27 年 12 月 11 日雇児発 1211 号第 3 号
厚生労働省児童家庭局長通知「『児童福祉法
による児童入所施設措置費国庫負担金につい
て』通知の施行について」において ､ 暫定定
員の設定について ､「自立援助ホームであっ
て ､ 平均在籍児童数は少ないが頻繁な入退所
があるものについては ､ 前年度の新規入所児
童数が定員の 2 倍以上である場合には ､ 暫定
定員を設定しないものとする。また ､ 前年度
新規入所児童数が定員の 2 倍以上に達しない
場合であっても ､ 上記算式を適用すべきでな
い特段の事由がある場合については ､ 入所児
童の具体的な入所計画等を基礎とし ､ かつ ､
上記算式の趣旨を鑑み ､ 都道府県知事 ､ 指定
都市若しくは児童相談所設置市の市長が定め
ることができるものとすること。」とされ ､ 平
成 28 年 4 月 8 日厚生労働省雇用均等・児童
家庭局家庭福祉課措置費係事務連絡「自立援
助ホームに係る措置費の暫定定員の取扱いに
ついて」において ､「特段の事由」の具体例
として「虐待など難しい問題を抱えた児童等
が入所したことに伴い ､ 手厚い職員体制が必
要となり ､ 新規入所児童等の受入れが困難と
なってしまったために ､ 新規入所の受入れが
できなかった結果 ､ 暫定定員を設定せざるを
得なくなった場合など」とされている。

　　　　　　　　　　　　　　　ＮＮＰＰＯＯ法法人人子子どどももシシェェルルタターーおおききななわわ��
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貧貧困困やや地地域域ココミミュュニニテティィ機機能能のの弱弱体体
化化，，子子育育ててのの孤孤立立，，子子どどもものの成成長長にに
ととっってて不不可可欠欠なな関関係係性性のの希希薄薄化化等等がが，，
沖沖縄縄のの子子どどもものの健健全全なな成成長長にに大大ききなな
影影響響をを及及ぼぼししてていいるる。。��
子子どどもものの居居場場所所をを確確保保ししてて関関係係性性をを
回回復復すするる等等子子どどももをを支支ええるる社社会会的的基基
盤盤をを強強化化ししななけけれればばななららなないい。。��

子どもの��の�機�
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子どもシェルターの必要性�
子ども�����が��すもの�

• 居場所がなく傷ついた子どもたちに寄り添い，心
身に負った傷から回復するための安心で安全な生
活環境を提供し，子どもたちの自立を支える。�

• 信頼できる大人との関係を築く。�

• 子どもたちに愛されていることの実感を得てもら
う。�
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28 29

家家庭庭的的でで居居心心地地のの良良いい暮暮ららししをを提提供供すするる。。��
��

子子どどももたたちちのの人人格格をを尊尊重重しし，，子子どどももたたちちををああるるががまま
まま受受けけ入入れれ，，認認めめたた上上でで支支援援すするる。。��
��
““見見守守るる・・寄寄りり添添うう””ここととがが大大切切。。��

��
子子どどももたたちちがが本本来来持持っってていいるる力力をを信信頼頼しし，，回回復復ををササ
ポポーートトすするる。。��

支援の�本���

	
	

	

	
	

	

子子	

居居場場所所ののなないい

子子どどもものの発発見見		

児児童童相相談談所所		

入入所所		

入所までの流れ�

子子

シシェェルルタターー事事務務所所		
シシェェルルタターー		
（（場場所所非非公公開開））		

緊緊急急性性･･必必
要要性性･･入入所所
意意思思確確認認		

　　　　面面談談		

虐虐待待通通告告//
連連絡絡		

子子

一一時時保保護護
委委託託//措措置置		

①①　　安安全全なな居居場場所所とと個個室室のの提提供供��
②②　　温温かかいいごご飯飯のの提提供供��
③③　　子子どどもも担担当当弁弁護護士士＝＝子子どどもものの相相談談相相手手��
　　＆＆親親権権者者ととのの交交渉渉窓窓口口＆＆法法的的手手続続のの支支援援��
④④　　病病院院等等のの受受診診同同行行，，カカウウンンセセリリンンググ��
⑤⑤　　子子どどももののニニーーズズにに合合わわせせたた生生活活支支援援��
⑥⑥　　自自立立支支援援・・・・・・家家事事等等のの生生活活訓訓練練，，就就　　��
　　職職・・就就学学支支援援，，アアパパーートト探探ししやや一一人人暮暮らら��
　　ししのの準準備備のの支支援援ななどど（（他他機機関関連連携携））��
��

�所�の支援���
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退退所所		

・・退退所所にに向向けけたた
ケケーースス会会議議
・・環環境境調調整整
・・退退所所意意思思のの確確認認

子子

環環境境調調整整後後，，
自自宅宅･･親親族族宅宅		

自自立立援援助助
ホホーームム

一一人人暮暮ららしし
（（自自立立））		

住住込込就就労労先先，，児児
童童養養護護施施設設･･里里
親親･･婦婦人人保保護護施施
設設等等施施設設		

退所の流れ�

シシェェルルタターーのの概概要要

正正職職員員ススタタッッフフ
ボボラランンテティィアアススタタッッフフ

子子どどもも担担当当弁弁護護士士
協協力力専専門門家家・・支支援援機機関関

入入所所中中・・退退所所後後支支援援
行行政政機機関関ほほかか

ススタタッッフフ・・関関係係者者

ヒヒトト

モモノノ（（建建物物）） カカネネ

ヒヒトト・・モモノノ・・カカネネ

正正職職員員 ボボラランンテティィアア
子子どどもも担担
当当弁弁護護士士

協協力力専専門門家家・・
支支援援機機関関・・行行政政機機関関

改改修修費費 賃賃貸貸料料 措措置置費費
寄寄付付金金//会会
費費//助助成成金金

助助成成金金等等 月月1100万万 約約11660000万万 約約440000万万

子どもシェルターの運営

ＮＮＰＰＯＯ法法人人子子どどももシシェェルルタターーおおききななわわ
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理理
等等
））	

・・
ケケ
ーー
スス
会会
議議
のの
やや
りり
方方
（（
参参
加加
者者
，，
ボボ
ララ
ンン
テテ
ィィ
アア
とと
スス
タタ
ッッ
フフ
のの
情情
報報
共共
有有
））	

・・
子子
タタ
ンン
弁弁
護護
士士
ママ
ニニ
ュュ
アア
ルル
（（
子子
タタ
ンン
弁弁
護護
士士
名名
簿簿
作作
成成
））	

・・
賃賃
貸貸
借借
契契
約約
	

・・
什什
器器
備備
品品
のの
購購
入入
，，
設設
置置
	

・ ・
近近
隣隣
とと
のの
関関
係係
（（
表表
札札
））	

・・
採採
用用
案案
内内
	

・・
募募
集集
締締
切切
（（
１１
１１
月月
末末
？？
））	

・・
選選
考考
（（
１１
２２
月月
？？
））	

・・
採採
用用
開開
始始
	

	・・
ボボ
ララ
ンン
テテ
ィィ
アア
研研
修修
，，
ボボ
ララ
ンン
テテ
ィィ
アア
登登
録録
	

　　
		

	・ ・
シシ
ンン
ポポ
ジジ

ウウ
ムム
（（3/6
））	

　　
		

広広
報報
	

・・
ロロ
ゴゴ
，，
リリ
ーー
フフ
レレ
ッッ
トト
，，
ブブ
ロロ
ググ
，，
ＨＨ
ＰＰ
，，
ＦＦ
ＢＢ
	

・・
標標
語語
	

・・
メメ
ーー
ルル
ママ
ガガ
ジジ
ンン
	

・・
ニニ
ュュ
ーー
スス
レレ
タタ
ーー
	

・・
名名
刺刺
，，
封封
筒筒
	

・・
ドド
メメ
イイ
ンン
（（
メメ
ーー
ルル
アア
ドド
レレ
スス
））	

・・
運運
営営
規規
程程
	

・・
事事
業業
開開
始始
届届
　　
	

・・
そそ
のの
他他
提提
出出
書書
類類
	

機機
関関
連連
携携
	

・・
リリ
スス
トト
	

・・
琉琉
球球
病病
院院
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資金集め

設立準備会の段階では、①物件関係（改修費
及び賃料）、②人件費、③広報活動関係（ホー
ムページ、カード、パンフレット等）、④研修
費（子ども担当弁護士やスタッフ）、⑤物品
購入費などの資金をどのようにまかなうかを
話し合い、地方公共団体からの交付金（安心
子ども基金）の申請を始め、寄付の依頼（顧
問先など企業、団体）や助成金の申請（ＮＰ
Ｏ法人設立申請中の資格で申請可能）をおこ
なった。

近年では、クラウドファンディングやオン
ライン寄付を活用される団体もある。

マスコミの要請はどうするか

ＮＰＯ法人設立準備会（以下「設立準備会」
という。）におけるマスコミの要請について、
和歌山を例にとれば、後手に回ったというほ
かない。和歌山での設立準備会段階において
は、広報のための素材作り（設立趣意書、リー
フレット等の作成）に止まってしまった。し
たがって、和歌山での経験の振り返り、反省
を込めて以下述べたいと思う。

和歌山においてマスコミとの接触を持った
のは、主としてシェルターの設立総会後で
あった。

マスコミとの関係の持ち始めはシェルター
設立に関わってる各弁護士がそれぞれ関わり
のあるマスコミ関係者に個別に接触すること
からであった。ＮＰＯ法人設立前から個別に
各弁護士が子どもシェルターについてマスコ
ミ関係者に説明等していたところがあるもの
の、ＮＰＯ法人としての活動と言える内容は、

ＮＰＯ法人の設立とそれを記念するイベント
（講演会）の広報を依頼することから始まった。

和歌山でＮＰＯ法人設立前にはすでに全国
で子どもシェルターは８施設設立運営されて
いる状況であったが、和歌山で最初にマスコ
ミ関係者に取材依頼等を行う際には、まずは
子どもシェルターについての説明を付してお
こなうように心がけた。その中で特に必要性
の部分（統計上の根拠など）についてはよく質
問を受けたところである。また、マスコミの
媒体を問わずに働きかけを行うようにしたが、
個別のマスコミ各社を名宛人にして、まずは
個別に書面を送付し、また、電話をすること
ができる場合には電話をするなどして、不明
な点については説明をさせてもらう用意があ
ることなどを伝え、できる限り記者に子ども
シェルターというもの、その必要性を理解し
てもらうよう、気軽に記者から連絡をとって
もらえるように配慮した。

和歌山では、設立総会後にＮＰＯ法人の設
立とそれを記念した講演会の広報を依頼する
ところから始まったため、子どもシェルター
についての報道とイベントの広報という２つ
の要素をもった報道が最初の報道となった。
ＮＰＯ法人設立とその記念講演会開催につい
ての記者会見もすでに報道がなされた後に
なってしまったが、この点も、より戦略的に
マスコミへの報道依頼をする方がニュースバ
リューを維持した報道をしてもらえたのでは
ないかと反省するところである。

このような報道のタイミングを計るために
もより綿密なマスコミ関係者との関係作りが
重要である。この意味では、設立準備会段階
からマスコミ関係者と交流を図っておく必要
があり、また、ＮＰＯ法人設立後のボラン

ＮＰＯ法人設立準備会を
立ちあげよう

その２

（ＮＰＯ法人子どもセンターるーも 編）

ティア養成講座等などの報道を依頼したいな
ど、その後の法人運営上、報道の協力を依頼
すべき事柄など伝えて協力を得ておくことも
重要であると考える。

また、子どもシェルターの社会への浸透を
図るためにも、マスコミへの露出を多くする
ことは有効な手段である。現に報道がなされ
た後には法人に問い合わせや寄附等の申出な
どが増えることがあったことからも、単にイ
ベントの広報等に止まらない、法人運営上の
メリットもあることを踏まえて取り組むこと
が必要である。

物件探し

物物件探しにおいては、主として、所在場
所と形態が問題になった。

所在場所としては、街中がいいのか、郊外
がいいのかという点が議論になった。

前者の長所としては、複数の子どもが出入
りしても人混みにまぎれて目立ちにく　いと
いうところ、短所としては子どもが知り合い
に会う確率が高まるということがあり、後者
の長所としては、知り合いに遭遇する確率が
低いこと、短所としては近隣に不審がられる
おそれがあることやコタン等がシェルターに
行くに際して時間がかかるという点があった。

結論的には後者の短所のうち近隣との関係
は工夫して補えるし、和歌山であれば車移動
が一般的なためそれほど負担にならないので

はないかということで後者となった。
形態としては一戸建てかマンションかとい

う点が検討されたが、郊外の一戸建てという
結論になった。

物件としては、運営委員の伝手で候補が見
つかり、空き家だったことから遠方に居住し
ている家主に運営委員が会いに行き、改装の
点やシェルターとして使用することなどの説
明をし、了解をしてもらった。

なお、シェルターとしての特性に配慮して
賃貸借契約書の内容を工夫した（短期での賃
借人からの解約を可能にするなど）。

準備会開催（頻度、場所、呼びか
けの範囲、検討事項等）、準備会構
成メンバーの変遷

平成２４年１０月から、県民交流プラザ
ビッグ愛において、設立準備会を３回開催し
た（なお、この準備会の他に、別途、準備会の
メンバーを割り振って法人設立チームや財務
チーム等を作り、機動力を上げて活動した。）。
頻度は、月に１回２時間程度である。場所に
ついては、様々な団体・個人に対して呼びか
けを行うことを前提に、皆が集まりやすいと
ころを選択した。

各回において、検討した事項及び参加を呼
びかけた団体・個人（構成メンバーの変遷）
は、次のとおりである。なお、第３回につい
ては、設立総会を兼ねている。

検討した事項 構成メンバーの変遷

第１回

１ 子どもシェルターに関する説明
２ 先達が抱える問題点及びそれに対する対応について

（資金面、人材面）
３ ＮＰＯ法人を設立するために必要な事項、助成金の申

請について
４ チーム作り

弁護士，臨床心理士，自立援助ホーム長，
子育て関係のＮＰＯ法人，社会福祉士，
小児科医，大学教授，児童相談所，
児童相談所を担当する県の部署，
市町村の子ども担当部署，元児童養護施設長

第２回

１ 定款の作成
２ 理事・監事候補者の選定
３ 法人名・シェルター名の決定、事務局の決定
４ 物件の改修費（子ども安心基金）に関すること
５ 候補物件の説明
６ 開設日の目標設定
７ シンポジウムの開催及びそこで寄付や会員を募ること

について

（第１回のメンバーに加えて）
乳児院長及び税理士

第３回

１ ホーム長候補者
２ 候補物件の説明
３ 寄付金の依頼先
４ 助成金の申請先
５ シンポジウムの開催について

（第２回のメンバーに加えて）
司法修習生
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開設日（目標設定）

平成２５年１０月を目標とした。これには、
①ＮＰＯ法人の設立認証時期との関係、②子
ども担当弁護士（コタン）やスタッフの研修
及び物件の改修に半年程度は確保したいとの
思いがあったこと、③物件改修の費用を交付
金（安心子ども基金）でまかなうためには、予
算要求の関係で年内に見積書が必要であった
ことに加え、④４月１日からの開設だと次年
度の実績に反映され暫定定員の問題を意識す
る必要があるが、それ以降であれば、それを
意識する必要がないなどの理由があった。

NPO 法人設立シンポジウム

(1)　目的・意義

子どもシェルターを運営する NPO 法人（多
くは、NPO 法人であるのが通常である）を
設立するに際して、あるいは、子どもシェル
ターを立ち上げるに際して、シンポジウムを
開催するとよい。シンポジウムを開催する目
的ないし意義は次のとおりである。

まず、広く市民に子どもシェルターの必要
性を訴えることで、シェルター設立に関して
協力を得る端緒となる。シンポジウムで、市民
に、子どもシェルタ―の意義や社会的な役割
を訴えて賛同を得、何らかの形でシェルター
活動を支援してもらうことにつなげる。支援
の形は、ボランティアでもよいし、寄付でも
よいし、正会員・賛助会員になっていただく
ことでもよい。地域貢献に関心のありそうな
地元企業にも、シンポジウムへの参加を案内
しておくと、のちに、物資の寄付や金銭的援
助に繋がることがある。

次に、子どもシェルターの活動を継続する
ためには、関係すると思われる行政機関（児
童相談所、市の子ども課や障害福祉課、保護
観察所、学校など）、民間事業者（児童福祉施
設を運営している社会福祉法人、犯罪被害者
支援や困難女性支援をしている NPO 法人な
ど）、医療機関及び裁判所との連携が必要であ
る。これらとの連携協力関係は、シェルター
開設当初から、ある程度は形作っておく必要
がある。特に、児童相談所との連携は不可欠
である。このため、子どもシェルターを作り
その活動を開始しようとしていることを、関
係機関に知ってもらい、広く連携を呼びかけ

る意味でも、シンポジウムを開催することは
重要である。

さらに、シンポジウム開催は、設立準備に
関わっているメンバーのモチベーションを高
める効果がある。また、シンポジウム参加者
の中から設立準備に携わりたいという者が現
れ、実際に設立準備を手伝ってくれるように
なる場合もある。

(2)　マスコミに協力を求める

上述の目的や意義からすると、シンポジウ
ムの開催そのものを、広く市民の方や地元企
業の方、関係機関の方に知ってもらい、実際
にシンポジウムに参加していただくことが重
要である。このため、マスコミに働きかけ、
シンポジウム開催を記事に書いてもらったり、
メディアで報道してもらったりするようにす
るとよい。このとき、マスコミには、子ども
シェルターの必要性（児童虐待の現状、10 代
半ば～ 19 歳の間の子どもで、家庭に居場所
を失っている子どもが実際にいること、その
年代の子どもにターゲットを絞った支援が必
要であること、弁護士が関わる意義としての
リーガルアドボカシーや意見を聴かれる子ど
もの権利）をしっかり説明するようにする。こ
の説明に際し、後述する、シンポジウム開催
のチラシデータ（「こどもシェルター開設記念
シンポジウム」や「NPO 法人〇〇設立シンポ
ジウム」などのタイトルのチラシ）を作成し
ておきマスコミに配布する。

子どもシェルターの開設には、多くの場合、
弁護士が関わっていると思われるが、知り合
いにマスコミ関係者がいなければ、司法記者
クラブに取材の申入れを行うようにする。

設立シンポジウムを開催しよう
（広報はNPO法人運営の命脈！）

その３

（ＮＰＯ法人つなご 編）
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(3)　設立シンポジウム（内容、広報、当日
の手続等）

ア　広報について
広報手段として、上記 (2) のマスコミへの

協力依頼以外にも、シンポジウム開催に関す
るチラシデータを作成し、これを広く配布す
ることが必要である。配布先は、各自治体の
子ども支援を取り扱っている部署及び障害福
祉課、教育委員会、児童相談所、児童養護施
設、保護観察所、児童自立支援施設などのほ
か、子ども支援や困難女性支援を行っている
民間団体、社会貢献に関心のありそうな地元
企業、弁護士会、社会福祉士会、臨床心理士
会などが考えられる。

できれば、設立準備メンバーで分担を決め
て、これら配布先を回り、シンポジウムの趣
旨を直接説明するとよい。
イ　シンポジウムの内容

シンポジウムの内容は、子どもシェルター
の意義や社会的役割を分かりやすく説明し、
活動への協力や連携を呼びかけるというもの
にするのが標準的であると思われる。シンポ
ジウムの構成は、第 1 部基調講演、第 2 部パ
ネルディスカッションとするのがよくあるパ
ターンであると考えられるが、地域の実情に
応じて、内容を考えることになる。

基調講演では、子どもシェルターがなぜ必
要かを市民に訴える内容にする。虐待など不
適切な養育により家庭に居場所のない 10 代
半ば～ 19 歳の子どもに対する支援を考える
上で、子どもシェルターがあることでどのよ
うな課題が解決されることになるのかを分か
りやすく伝えるようにする。子どもの権利条
約の４つの原則などを念頭に、子どもの成長
発達や子どもの主体性を保障する観点をベー
スにしながら伝えていくと深みが出る。この
章を執筆している兵庫では、社会福祉法人カ
リヨン子どもセンターの坪井節子（当時）理
事長に基調講演をお願いした。

パネルディスカッションの内容については、
地域の実情に応じて様々考えられる。兵庫で
は、子どもシェルターと関係機関の連携とい

うテーマで、児童相談所所長、地域の基幹病
院の小児科部長、児童福祉を専門とする地元
の大学の教授をパネルに迎え、それぞれから
ご意見をいただくという内容とした。大阪で
は、シンガーソングライターの歌で、支援を
呼びかけるという場面もあった。

シンポジウムの最後には、子どもシェル
ターの活動への賛同を広く呼びかけ、協力を
求めること（ボランティアとしての参加や、寄
付物・寄付金の呼びかけ）を必ず行う。

なお、シンポジウムの開催予定日は、各地
で子どもシェルターを運営している団体にも
情報提供することを忘れずに（応援に駆けつ
けてくれます）。ここでの情報提供の方法に
ついては、子どもシェルター全国ネットワー
ク会議のメーリングリストを利用するとよい

（事前に相談しておけば、子どもシェルター全
国ネットワーク会議が、シンポジウムの開催
を共催してくれます）。
ウ　その他

シンポジウムの開催主体は、NPO 法人（設
立後）あるいは設立準備会（設立前）である
が、弁護士会に対して共催依頼を、地元自治
体に対して後援依頼をしておく。弁護士会の
共催とすれば、弁護士会によっては、シンポ
ジウムの開催場所として弁護士会館を無償で
提供してくれることがある。

広報（封筒、名刺、リーフレット、
ニューズレター、ホームページ）

(1)　広報は NPO 法人運営の命脈であること

子どもシェルターの活動に限られないが、
NPO 法人を経営していると、人材面と資金面
の悩みに直面する。これらは、NPO 法人経営
上の悩みのトップ２だと言ってよい。広報は、
このうち特に資金面との関係で重要である。

子どもシェルターを運営する NPO 法人の
場合、収入は、県ないし市（政令市）からの措
置費（あるいは一時保護委託費）が主となる
が、これだけでは運営費用としては足りない
のが通常である。イニシャルコストに限って
言えば、自治体から支出される事業費から若

干の補助があるものの、物件を確保するため
の費用、リフォーム費用、什器備品購入費用　
などを賄うには足りない。そうなると、助成
金、寄付金、会費に頼るほかない。

他方で、助成する側、寄付をする側、会費を
支払う側は、資金的援助をするだけのメリッ
トがある団体なのかどうかを見ていることに
なる。

広報は、子どもシェルター活動の趣旨に賛
同し、資金援助（もちろん、物資提供もあ
る）をしてくれる支援者を見つけるために必
要であるし、資金援助者に援助した意義を感
じてもらうためにも必要である。いわば、広
報は、資金援助者とのマッチングの端緒であ
るし、資金援助者との関係性強化のために継
続して行わなければならない。

(2)　広報手段として代表的なもの

以下に広報手段として代表的なものを挙げ
る。もっとも、シェルター開設段階でこれら
をすべて揃えておくのは負担であると思われ
るので、せめて、②名刺と③リーフレットだ
けでも揃えておく。作成に当たっては費用が
かかるが、設立準備会メンバーに、NPO 法人
の中間支援団体の職員等を招き入れておくと
低コストで作成するための知恵を授けてくれ
ることがある。
①　封筒

法人名の入った封筒を作成しておく。デザ
インも、心が癒されるような、温かみがある
ような色合いにしておくのがよい。資金援助
者に対する営業活動の際に、パンフレットな
どを、その封筒に入れて持っていくと印象が
よい。
②　名刺

名刺も、法人のロゴが入ったものを作成し
ておく。封筒と同様、色合いにも工夫をする。
③　リーフレット

子どもシェルターとは何か、子どもシェル
ターを利用するための手続・連絡先などを簡
潔な文章で示したリーフレットを作成してお
く。封筒や名刺と同様、色合いを工夫する。名
刺とリーフレットは、営業活動をする際には、

欠かせないアイテムである。
④　ニューズレター

できたら、たとえば、設立シンポジウム開
催後すぐに、法人のニューズレターの第１号
を作成する。その中で、子どもシェルターを
開設する（した）こと、シンポジウムの内容、
それまでの賛同者数や賛同してくれる企業名
を書くようにする。
⑤　ホームページ

法人ホームページも、早期に立ち上げる。法
人ホームページには、最低限、①子ども向け
のページと、②支援者向けのページとを設け
る。子ども向けのページは、まさに虐待を受
け、あるいは、家庭内で居場所を失った子ど
もが、自ら逃げる場所を探したいと思ったと
きに、閲覧してもらえるようレイアウトや表
現を工夫する。子どもが連絡したいと思った
ときにはどこに連絡すればよいかも表示して
おく。他方で、支援者向けのページは、子ど
もシェルター活動に賛同を得られるような訴
えをわかりやすく書き、ボランティアや物資
提供、寄付など、それぞれができる範囲での
支援をお願いする内容を表示しておく。

⑥　フェイスブック等の SNS の活用
ホームページに寄付企業の名前を適時に書

き込むことができればよいが、SNS の方が、
適時迅速にこれを書きこみやすい。シンポジ
ウム開催のお知らせや、その開催内容を載せ
るのも、SNS だと誰でも簡単にすぐにできる。

法人専用の SNS を開設しておき、寄付を
いただくなどしたときに、適時に、SNS を通
じてお礼を述べるなどしたら、資金援助者と
の関係性強化に役立つことになる（もちろん、
寄付者の名前を載せるために、その寄付者か
らの承諾を得るようにする）。
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ＮＰＯ法人の認証申請

ＮＰＯ法人としてシェルター運営する場合
には、所轄庁にＮＰＯ法人としての認証申請
をする必要があります。最短でも申請から認
証まで３カ月程度は必要です。所轄庁の担当
者は概してとても丁寧かつ親切なので、気軽
に問い合わせてみてください。

必要書類は次のとおりです。

①認証申請書…事務局を所轄する所轄庁の書
式をダウンロードして作成します。

②定款…特に考慮すべき点としては、機動性
を考慮しつつ総会で重要事項を決定する
というＮＰＯの理念との兼ね合いで、総会
と理事会で権能をどう分担するか、総会や
理事会の開会要件及び招集手続要件をど
う設定するか、また、公益性を重視しつつ
法人の理念に理解のある会員による運営
を実現するため、入退会の手続き要件や会
員の種類及び年会費をどう定めるか等が
挙げられます。

③役員名簿…設立当初の理事・監事の氏名、住
所、及び報酬の有無を記載します。

④就任承諾及び誓約書…役員全員分を提出し
ます。

⑤役員の住所又は居所を証する書面…役員全
員の住民票を提出します。

⑥社員のうち 10 人以上の者の氏名及び住所
又は居所を記載した書面…ここでいう社
員に、理事・監事を含めてもちろん構いま
せん。なお、社員（理事長以外）の氏名及
び住所等が登記等で公表されることはあ
りません。

⑦設立趣意書

⑧設立についての意思の決定を証する議事録
の謄本

⑨設立当初の事業年度及び翌事業年度の事業
計画書

⑩設立当初の事業年度及び翌事業年度の活動
予算書

⑨、⑩については、事業開始前であり、不
確定要素や不明なことが多いのは事柄の性質
上やむを得ません。同規模の都道府県の先例
を参考にして作成するとよいでしょう。。

ＮＰＯ法人登記

ＮＰО法人は、登記により法人として成立
します。登記申請までに，法人の実印を作っ
ておきます。ＮＰО法人の設立にかかる登録
免許税は非課税です。

その後、遅滞なく、当該登記をしたことを
証する登記事項証明書及びＮＰО法人成立時
に作成する財産目録を添えて、その旨を所轄
庁に届け出ます。

児童自立生活援助事業（子どもシェ
ルター）開始の届出

[1] 自治体との交渉

届出をする前提として、子どもシェルター
の運営開始予定年度の前年度に、シェルター
を設置する都道府県又は政令都市（以下「設
置予定所轄庁」といいます。）においてシェル
ターに充てられるべき措置費が予算計上され
る必要があります。具体的には、前年度の予算
案審議のための議会の開催時（９月頃）まで
に、設置予定所轄庁と協議を重ねた上で予算
計上につき事実上の内諾を得る必要がありま

法人登記＆シェルター設立認可へ
その４

（ＮＰＯ法人子どもセンターぬっく 編）

す。この交渉がシェルター開始までの一つの
難関となります。設置予定所轄庁の担当課の
職員は、子どもシェルターの必要性や１０代
後半の子どもたちの居場所のない実情等につ
き知識や経験がない場合も少なくなく、「子ど
もシェルターを必要とする子どもは年間何人
いるんですか？」といった問いを受けること
になります。これに対し、子どもシェルターの
必要性や子どもたちの置かれた実情等につい
て、全国データ（一時保護所入所数と虐待相
談対応件数の差、全国のシェルター利用数の
推移等）を活用しつつ、各地域の特性に応じ
たシェルター設置の必要性や実情に関する資
料を積極的に提示することが大切です。たと
えば、少年事件等の経験談を通じてイメージ
をもって実情を知ってもらう、当該地域にお
ける既存の一時保護所や自立援助ホームとの
異同を示してシェルター独自の存在意義（家
庭的環境、個別対応、休息、他者への信頼関
係の回復等）を強調するなどが考えられます。
このようにして、虐待は大都市だけの問題で
はなく当該所轄庁にも現存しており、ぜひと
もシェルターが必要であることにつき担当課
の理解を得て、最終的には、その担当課を通
じて議会（議員）において予算案を可決して
もらうことが必要となります。　

 [2] 職員の募集・面接・採用、雇用条件の検
討、就業規則の作成

職員募集にあたっては、業務の内容、勤務
時間（休日、夜勤の有無等含む）、給与・賞与

（月額・時給、〆日・支払日等）、手当（夜勤、
役職等）、退職金、有給休暇、社会保険、昇給、
試用期間（６か月）等について定め、募集要
項に記載します。有資格者が一定必要である
ため、募集方法も工夫が必要です。募集方法
としては紹介、スタッフ・ボランティア養成
講座の開催、福祉や心理系の大学等やハロー
ワークへの募集などが考えられます。

面接時までに、夜勤の頻度や夜勤手当額（週
に１回程度、１回５０００円等）、勤務形態

（基本となる３、４種類くらい）、食事代を給
与控除するか等も要検討です。　

また、就業規則についても、面接時までに
作成し、交付したり説明できるようにしてお
き、シェルターへ備置します。

面接後には雇用条件を記した書面を交付し、
守秘義務に関する誓約書に署名押印してもら
います。

採用後は、職員間のチームワークの構築や
その維持が重要な課題となります。シェル
ター長を運営会議や理事会の構成員としたり、
職員全員でのミーティング、職員研修、理事
による個別面談等を実施したりして、各職員
の不安、不満、及び職員体制のほころび等を
早めに察知して対処することが、雇用条件の
改善とともに、職員の定着や運営の安定に資
すると考えられます。

[3] 児童自立生活援助事業の開始の届出（児
童福祉法６条の１第１項、同施行規則第
３６条の４）

開始月までに、設置予定所轄庁に対し、同
届出を行います。

同届出には、次の書類を添付します。
（ア）定款、（イ）職員の定員及び職務の内容

（職員の定員及び職務の内容例★参照）、（ウ）
指導員及び管理者の氏名及び経歴：児童指導
員の氏名（定員６名のシェルターであれば職
員は２．５名以上必要ですので３名以上の氏
名）と、その中から管理者を決めて届け出ま
す。経歴については各指導員の履歴書を添付
すれば足ります（資格要件に注意）。（エ）運
営規定。

[4] 子どもシェルターの生活ルール

子どもの権利保障の視点を、どう生活ルー
ルに落とし込むかが重要です。理事や運営委
員だけでなく、採用した現場職員も一緒に、生
活ルールの冊子を作成すると、法人の理念を
現場職員と共有できるメリットがあります。

子どもシェルターのルールは、所在地の秘
匿や利用者の安全を守るためのもの、共同生
活を円滑に送るためのもの、プライベートな
空間や情報を守るためのものなど、それぞれ
に設置の理由があることを、入居する子ども
たちに説明し、理解を求めることが肝心です。
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また、運営実態に合わせたルールの見直しや、
子どもたちからの改訂の要望があった際に理
事や職員らで協議、検討することも必要とな
ります。　　

[5] 労基署、年金事務所

健康保険・厚生年金保険適用関係書類は、管
轄の年金事務所に対し、提出します。保険関
係成立後に、管轄のハローワークに対し、「事
業所設置届」、「雇用保険被保険者資格取得届」
を提出します。また、新規雇用のたびに「同
資格取得届」を提出し、他方、退職のたびに

「同資格喪失届」、「離職証明書」を提出します。
なお、試用期間中においても勤務実態によっ
ては社会保険の手続きが必要となります。

＜参考書類＞　
下記アドレスにてご紹介しています。
h t t p s : / / x . gd / i 8 pY f
↓

・定款　・就任承諾及び誓約書
・設立総会議事録
・初年度事業計画書　・翌年度事業計画書
・初年度活動予算書　・翌年度活動予算書
・就業規則　・給与規定　・運営規定
・児童自立生活援助事業の開始について
・（別紙）職員の定数及び職務の内容
・子どもシェルターの生活ルール

★その他、関係資料やQ&Aも掲載中です。
（掲載内容は予告なく変更されることがあります）

什器・備品の整備

[1] まずは、リストアップを

どのようなシェルターにしたいのか、シェ
ルターの間取り等も考慮して、スタッフ等と
一緒に計画を立てます。リビングにはどんな
家具を置くのか、子ども部屋はどんな部屋に
するかなど。計画を立てたら、リストアップ
をします。リストアップができたら、関係者
に寄付等を募ります。意外といろいろな物に
ついて、寄付の申し出があります。寄付につ
いては、危険な物や不要なものは丁寧に辞退
します。シェルターは住所を秘匿しています
ので、寄付でもらった物等はこちらで運ぶ必
要があります。

[2] 購入

かなり大量になりますので、スタッフ、ボ
ランティアの協力を得ます。どこで買うのが
お得等は、ボランティア等の協力者の情報は
役立ちます。

当面、最低限必要なものだけの購入に絞り、
あとは、必要な物の順位リストを作り、寄付等
の申し出があったときに寄付を受けたり、揃
えていくのも楽しいです。

 [3] どんな物が必要か？

什器・備品は、大きくわけると、以下の５
つになります。

①家具、家電等の大きな物の準備・購入台
所・リビング等の共用部分・子ども部屋・
スタッフルーム用

②生活に必要な物の購入・準備・台所用品、食

器等・浴室、トイレ用品・洗濯用品・その
他日用品・常備薬・子ども用衣類

③スタッフルーム用事務機器等の準備・購入
④食料品の準備・購入
⑤防災用品の準備・購入

別表のものは、最初からすべて必要なわけ
ではありませんので、予算を考え、参考とし
てください。

基本的には、普通の家庭生活をするために
必要な物ですので、ご自分が新しい家庭をス
タートするとして、何も無い所から生活に必
要な物を買うことをイメージしてください。
ただ、物によっては、子どもの定員分＋職員・
ボランティアの分の数が必要な物があるので、
かなりの量になります。また、15 歳 ｰ 20 歳
までの子どもが過ごすのに必要なもの（漫画、
ゲーム等）も必要です。また、スタッフルー
ムは、事務用品が必要となります

関係者見学受け入れ

見学を受け入れる関係者の範囲は、理事会・
運営委員会等で決めます。たとえば、子ども
の支援に必要な関係機関（特に、子どもの入
所、退所に関わる機関）、職員・ボランティア
採用予定者などです。職員の負担を考えると、
子どもを受け入れる前までに見学は終えたほ
うが、良いです。

子どもの受け入れ日検討

シェルターの備品等が整ったり、シェル
ター内の職員の仕事内容等の確認や練習（食
事作り等）ができる見込みを立てて、受入日

その５

（ＮＰＯ法人子どもセンターののさん 編）

子どもシェルタースタート！
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を決めます。ただ、入所打診があれば、前倒
しにすることもあります。

事務局体制

事務局は、法人の連絡窓口、シェルターの
職員の人事・労務関係の仕事（給与計算、源
泉、社会保険等の手続、健康診断・研修受講
等の手配）、会計（帳簿、入出金）、事務費等
の行政への請求、物品の購入、自立援助ホー
ムとして行政から求められる書類提出、ＮＰ
Ｏ法人としての書面作成・行政への報告、法
人の会員等の事務処理、寄付者・団体等への
対応、理事会等の事務等、かなりの事務量が
あります。公的資金を受ける法人であるので、
適正に行う必要があります。

事務局体制は、①法人の事務所を置き、法
人の事務員を雇用しているところ、②理事長
又は事務局長の事務所に事務局を置き、法人
の事務員を嘱託等で雇用しているところ、③
理事長又は事務局長の事務所に事務局を置き、
理事長又は事務局長の事務所に事務の委託を
行い、同事務所の事務員が事務を行っている
ところ、様々です。どのくらい法人の事務に
予算が充てることができるのかをよく検討す
る必要があります。

会計・経理システム

会計・経理システムは、それぞれの法人
は、使い勝手の良い会計ソフトを使っていま
す。法人としての行政への報告や財務諸表の
開示の際に慌てないよう、ＮＰＯ法人向けの
会計セミナー等を事務局に受講してもらった
り、税理士の指導を受けることも必要となり
ます。

現金の管理や決済については、法人の決済
規程等に基づいて行いますが、法人立ちあげ
後、法人の実情にあった改善しつつ行ってい
ます。

参考のために、以下は、本項目を担当してい
る法人が、現在の行っている決済等を記載し
ます。シェルターでの現金管理や事務を極力

減らす形での決済等です。シェルターでシェ
ルター長がかなりの決済等をしているところ
もあります。

（例）
１.  シェルターで管理・保管する金銭は

①毎日の食費、日用品費、子ども達のお小
遣い等毎日の生活で使用するための小
口現金として 10 万円～ 20 万円を保管。

②５万円までの購入品は、シェルター長が
決済。

③昼のボランティアさんに支払う交通費
として、５万円保管。毎月月末に事務局
から当月分を補充。

２. 事務局では２万円の現金を事務局の金庫
で保管。

３. １，２以外は理事長が通帳、カードともに
管理する。

４. 振込等の支払は理事長に許可を得、すべて
事務局で行う。

５. シェルターの光熱費の支払は、シェルター
であることがわからないように理事長個
人名で契約しているため、専用の口座を作
り、口座引き落としとする。月末に法人口
座から引き落とし分を出金し、光熱費引き
落とし口座へ入金。

６. シェルターの小口出納帳は週１回、事務局
に提出。領収書は、２週間に１回の職員会
議の際に、事務局に提出。

７. 事務局が入出金すべて会計帳簿に記入。
８. 行政への事務費、事業費等の請求は事務局

から請求。

シェルター立ちあげ時の備品
※リストは開設の時期にもよるので、1 年を通して必要な物を掲載

< 家電＞
・冷蔵庫・炊飯器・電子レンジ・オーブントースター・ホットプレート・ポット・ハンドミキサー・卓上コンロ・ハンドミキサー
・食器乾燥機（衛生的）・エアコン・洗濯機・掃除機・コタツ・ストーブ・ホットカーペット・扇風機
・テレビ・DVD レコーダー・ドライヤー・ミシン・懐中電灯 ( 部屋数 )・電池・( スタッフルーム用）電話・シュレッダー
・デジカメ・パソコン・プリンター・スタンド・（子どもの部屋用）ラジカセ・ヘッドホン・スタンド
・デジタル目覚まし時計

< キッチン＞
・まな板・包丁・鍋・フライパン・ヤカン・ざる・ボウル・お玉・フライ返し・菜箸・しゃもじ・トング・ピーラー
・キッチンばさみ・缶切り・スライサー・タッパー・栓抜き・ラップ・ホイル・ジップロック・スポンジ・たわし・生ごみネット
・箸・ナイフ・フォーク・スプーン・レンゲ・急須・茶碗・お椀・皿・カレー皿・湯呑茶碗・茶托・コップ・コーヒーカップ
・おぼん・キッチンマット

< リビング＞
・ソファー・タンス・クッション・本棚・漫画・本・CD・DVD（映画）・ボードゲーム・トランプ等
・ゲーム機（通信が出来ないタイプ）・ゲームソフト ( 定番・人気 )・楽器（電子ピアノなど）
・趣味用品（お裁縫、編み物、絵画、お習字用品等）・スポーツ用品（卓球、バトミントン、トランポリン、エアロバイク等）

< ダイニング＞
・ダイニングテーブル・イス・座布団

< 子ども部屋＞
・ベット・サイドテーブル・勉強机と椅子・タンス・ハンガーポール・ハンガー・洗濯用ピンチハンガー
・電子蚊取り器・カーテン（防火用）

< スタッフルーム＞
・デスク・イス・鍵付き書庫・棚 ( カラー BOX)・電卓・掲示板
・事務用品（コピー用紙・ボールペン・ハサミ・メモ用紙・パンチ・ファイル etc）

< 面接室＞
・テーブル・イス

< 浴室＞
・湯桶・イス・バスブラシ・バス用洗剤・おふろの防カビ・バスマット

< トイレ＞
・トイレットペーパー・生理用ナプキン・ハンドペーパータオル・芳香剤・掃除ブラシ・ラバーカップ ( スッポン ) 
・トイレ洗剤・トイレクイックル・瞬間防臭スプレー・カバー類 ( ペーパーホルダー・蓋・便座・マット )

< 全体＞
・カーテン ( 防火用 )・掛敷布団・布団カバー・毛布・夏掛け布団・タオルケット・枕・枕カバー・敷パット・コタツ布団
・カーペット・自転車・物干し台と竿・玄関マット・スリッパ・傘 ( 子ども用 )・傘立て・防災用品 ( ラジオ他 )・テーブルタップ
・延長コード ( 多め )・時計 ( 掛け ･ 置き )・カレンダー ( 掛け ･ 置き )・シャンプー・リンス・洗顔・ボディソープ
・ハンドソープ・化粧落し・化粧水・乳液・綿棒・カット綿・タオル・バスタオル・洗濯洗剤・柔軟剤・お洒落着洗い用洗剤
・ワイドハイター・経血用洗剤・浴室用洗剤・バスブラシ・外ぼうき・ちりとり・バケツ・雑巾・ゴミ袋

< 入所児童用のセット＞
・洗濯籠・ボディタオル・タオル・歯ブラシ・歯磨き粉・コップ・くし・ノート

< 常備薬＞
・体温計・風邪薬・頭痛薬・花粉症薬・胃腸薬・口内炎薬・便秘薬・酔い止め・目薬・オロナイン・ムヒ or ウナ
・カットバン・包帯・包帯ネット・湿布薬・アイスノン・コンタクトレンズ用洗浄液・コンタクトレンズ用ケース
・ホッカイロ・マスク

< 防災用品＞
・防災用リュック（スタッフ分、子ども分）・ヘルメット



第２章

子どもシェルターの運営



第 2章 子どもシェルターの運営 運営母体と会員・支援者（レラピリカ）

46 47

運営母体

[1]NPO 法人の意思決定機関について

NPO 法人の最高意思決定機関は総会であ
る。予算・決算の承認や、理事・監事の選任、
定款の変更については、総会でなされなけれ
ばならない。

日常的な運営の決定を行う機関として、理
事会や運営委員会を設置することが可能であ
る。

また、子どもシェルターの活動は、子ども
を中心とした選択と決定が繰り返される。こ
の選択と決定を行う場として、子どものこと
を決めるケース会議、スタッフがスタッフ間
の意思共有を図るためのスタッフ会議などの
会議を設けることになる。

[2] 総会について

総会は、NPO 法人の最高意思決定機関であ
るから、必ず年１回開催しなければならない。

総会の招集手続と定足数は、定款で定めな
ければならない。適正な招集手続きを欠いた
総会決議は無効であるから、手続上、機動的
な意思決定には総会は向かない。しかも、総
会で議決権を有するのは、定款で定める社員
であるが、NPO 法人においては、社員に入会
制限を設けてはならない。つまり、NPO 法人
は、広く活動を周知すればするほど社員が増
える可能性があり、会員を増やして資金面の
安定を図ろうとしても社員が増え、総会の招
集が困難になり、機動的な意思決定が困難と
なる。

そこで、法人運営の日常的な意思決定につ
いては、理事会や運営委員会に権限を委譲し、

定期的に会議を開催して意思決定を行う（理
事会主導型 NPO）形式にする方が運営しやす
い。

総会で審議する事項については、定款変更
や予算・決算の承認など基本的な事項に限定
し、日常的な運営については、理事会以下に権
限を委譲することが望ましい。そこで、年１
回の定期総会を開催することを基本とし、法
人の基本事項に変更を加える場合に臨時総会
を実施するという形が望ましい。

なお、NPO 法人の場合、総会の承認を経
た事業報告や決算報告など必要な書類を、事
業年度の終了後３ヶ月以内に所轄庁に報告
し、法人の事務所に備え置かなければならな
い。この期限を徒過してしまうと、２０万円
以下の過料が科せられる場合もあるし、認定
NPO 法人の認定取得に際しては法令遵守違
反となって認定が得られないことになるので、
総会の開催時期にも注意が必要である。また、
決算報告後速やかに、資産の総額を法務局で
登記しなければならない。役員（代表者のみ
でもよい）も登記事項であるから、総会を経
て役員の変更があった場合は忘れずに登記す
る必要がある（再任の場合でもその旨の登記
が必要である。）。

[3] 理事会および理事会構成メンバー

理事会主導型の NPO 法人にした場合、実
質的に法人の方向性を定める決議を行うのは
理事会である。NPO 法人において、理事会は
必置機関ではないので、定款において、理事
会の権限を定めるか、理事会運営規則を定め
ることもできる。

理事会の構成メンバーは、シェルター設立
時の中心メンバーが就任することが多いと思

運営母体と会員・支援者
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われる。理事の人数も自由に設定できるが、話
し合いで意思決定をするのに適切な人数を確
保する必要がある。定足数の規定とも関連し
て、５～１０名程度の理事による理事会を設
置することになろう。また、連携する児童養
護施設の理事や児童相談所の OB、子どもに
関わる医師や心理士などの専門職、学識経験
者などに外部理事として参加を求めることで、
法人運営において多面的な意見が出され、運
営の適正化を図ることが可能となる。

なお、NPO 法人の役員（理事および監事）
については、所轄庁に住所・氏名を報告する
必要があるが、登記については代表者のみで
よい。つまり、NPO 法人の理事・監事につい
ては NPO 法人の役員就任を公にすることが
可能でなければならない。公務員の理事就任
については、報酬との関係で注意が必要であ
る。

[4] 日常的な運営を行なっていくための機関

 ▼ 運営委員会
理事会については、招集手続および定足数、

議決についての議事録の作成など、手続上の
制約がある。そこで、理事会の定期的な招集
や緊急的な招集が難しい場合に対応するため、
運営委員会といった組織を設けて、日常的な
子どもシェルターの業務執行と付随する決定
権を、運営委員会のメンバーに委託すること
も可能である。

NPO 法上定めがあるわけではないから、理
事が運営委員を兼務してもよいし、理事以外
のメンバーが運営委員となっても構わない。

 ▼ 事務局
子どもシェルターにおいては、児童相談所

から送付されてくる連絡文書の保管や整理、
日常的な出納や会計帳簿などの会計処理や寄
付金に対する礼状の発送、その他文書の作成
や情報の整理など、多岐にわたる事務が存在
する。また、児童相談所の監査や消防署の定
期検査、NPO 法人として所轄庁への報告や法
務局の登記といった、役所との窓口も必要で
ある。

そこで、事務局を設置し、多岐にわたる事
務を処理する必要がある。子どもシェルター
は場所の秘匿性の問題から、事業所である
シェルター施設とは別の場所に事務所を設置
し、そこを登記しなければならない。

理想としては、専属の事務局員を雇用し、給
料も支払う必要があるが、子どもシェルター
の予算では、シェルターのスタッフの給料以
外に予算を割くことは困難なので、事務局を
法律事務所の一部に間借りさせて、弁護士や
法律事務職員に事務局員を兼務させるという
方法をとることが多い。なお、事務局を担当
する弁護士や協力者を複数おいて、事務を分
散させるという方法も可能であり、そのよう
な方法を取っているシェルターもある。

 ▼ ケース会議
子どもシェルター運営において、子ども本

人も出席する「ケース会議」を重要な位置づ
けとしている。（子ども本人が出席しないおと
なだけの会議は、「関係者会議」等として、別
途開催する。）

開催頻度や開催ニーズの判断は、各法人に
よって違いもあるが、例えば、入居してすぐ
に子どもの初期情報の共有や今後の方針を確
認するとき、子どもの支援方法を決定すると
き、転居が決まったときなどに、子どもを中
心としたケース会議を開く。参加メンバーは、
子ども本人、子どもシェルタースタッフ、子
ども担当弁護士（コタン）、児童相談所の児
童福祉司、児童心理司、運営責任者あるいは
スーパーヴァイザーとして理事などが参加す
る。必要に応じて、医師、学校教師、保護司
などの子どもにかかわるステークホルダーが
参集されることもあるが、子どもの緊張感な
どにも配慮し、メンバーや開催場所を慎重に
選定する。

ケース会議には、子どもの意見表明の機会
保障の側面もある。日常的にスタッフやコタ
ンは、子どもとの対話を心がけ、子どもからの
要請があれば外部に対し代弁することもある
が、子どもから直接、自身のケースワークに
ついての希望や意見を表明する機会があるこ
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とは、方針決定に対する子どもの納得感に大
きくかかわってくる。これまで抑圧され、虐
げられ、自身の思いを語る機会を奪われてき
た子どもにとっては、サポーターであるとは
いえ、おとなたちに自分の思いを語るのは非
常に勇気のいる行動である。しかし、スタッ
フやコタンといった子どもにかかわる関係者

（しかも、所属や立場が異なる者たち）が、自
身の言葉に耳を傾け、希望や方針をみつける
ために力を尽くそうとしている様子が伝わる
と、一転して心強い応援団だと認識してもら
えるようである。

ケース会議においては、最初に各人が保有
している情報を共有することから始め、必ず

「誰が、いつまでに、何を行うか」という役割
分担を子どもの前で確認する。多機関の連携
が欠かせない子どもシェルターのケースワー
クにおいて、「子どもの思いを中心に」という
姿勢を共有し、役割が異なっても、同じ方向
をむけて活動していることを認識するために、
おとなにとってもケース会議は役立っている。

ケース会議に、必要に応じてスーパーバイ
ザーに同席してもらい、多角的な視点から
子どもの支援を検討することも有効である。
スーパーバイザーには、外部理事になっても
らっている専門家や、協力関係にある医師・
心理士などの専門職、児童相談所の職員など
にお願いする。

 ▼ スタッフ会議（施設長会議）
子どもシェルターにおいては、多くの時間、

スタッフが１人で子どもの対応を行う勤務体
制をしくことになる。そこで、子どもが、あ
のスタッフはこうしてくれた、このスタッフ
は気にくわないなど、スタッフによる対応の
差異に不満を言ったり、試し行動を行う理由
とすることがみられる。

スタッフは、それらの子どもの行動につい
て、報告書を作成するほか、口頭でも情報を共
有してスタッフ間での引き継ぎを行うことは
当然であるが、子どもの対応についてスタッ
フ間での問題を洗い出し、意識を共有するた
めに、定期的にスタッフが複数参加する会議

を開くなどの対応をとるのが望ましい（勤務
体制の関係上、スタッフ全員が集まる会議を
作るのは非常に困難であるが、全員が集まる
会議を定期的に開催できるよう、勤務シフト
を調整できるのがより望ましい。）。

スタッフだけでスタッフ会議を行うと、問
題意識の共有はできても、明確な方針が打ち
出せないこともある。その場合には、理事が
参加して、スタッフ間の話し合いの交通整理
を行うということも有効である。

[5] 子どもシェルターの活動に必要なメンバー

 ▼ スタッフ
スタッフは、子どもがシェルターで生活し

ていくのを支援し、子どもの抱えている問題
を観察して、役員や子ども担当弁護士に報告
し、ケース会議で決まった支援方針にした
がって、子どもがシェルターを退所するまで、
子どもに寄り添うもっとも重要な役割を果た
す。分業制をしくことができる大舎制の児童
養護施設とは異なり、子どもシェルターのス
タッフは、ご飯を作り、子どもと一緒に掃除
洗濯を行い、買い物もするなど、一人で何役
もこなさなくてはならない。子どもが、持病
を抱えていたり、アレルギーがあったりする
と、子どもの日頃の状態の変化に注意を払っ
て、いざという時の対応をしなければならな
い。子どもが、シェルターに入って落ち着いて
くると、心の中に抱えている気持ちをスタッ
フにぶつけてくることになるので、時間をか
けて子どもの話を聞くなどの対応をすること
もある。

入所している子どもがいる限り、２４時間
の勤務体制をしくことになるので、自立援助
ホームの最低基準である常勤の職員数（定員
６名以下で３人（指導員２名と補助員１名）
の体制では、違法な勤務を強いることになる
ので、注意が必要である。

子どもシェルターのスタッフに、必ず資格
が必要なわけではないが、自立援助ホームの
基準に定められている指導員の資格（1 児童
福祉施設の設備及び運営に関する基準 ( 昭和
23 年厚生省令第 63 号 ) 第 43 条に定める児童

指導員の資格を有する者  2 児童福祉法第 18
条の 4 に定める保育士  3 児童福祉事業及び
社会福祉事業に 2 年以上従事した者  4 1~3 に
準する者として、都道府県知事か適当と認め
た者  5 法第 34 条の 20 第 1 項各号の規定に該
当しない者）を満たす者であることが望まし
い。

スタッフの仕事は、非常に過酷といえるの
で、心身ともにタフであり、子どもシェルター
の理念に賛同してくれる人でなければ務まら
ない。

 ▼ 役員
理事および監事からなる。
理事は、代表権の定めを定款で定めない限

り、理事が NPO 法人を代表し、責任を負う。
つまり、理事（理事長）は法人の代表者とし
て、法人の事業の全てを把握しなければなら
ない。特に、子どもの支援方針について、コ
タンがケース会議で決定した内容に問題がな
いか、スタッフの入所者に対する応対に法的
問題がないかを、常に確認する必要がある。

監事は、NPO 法人の会計処理について監査
を行う。事務局でなされた会計処理や帳簿に
ついては、税理士や会計士のチェックがなさ
れていると考えられるが、不透明な金銭の出
納がないかだけでなく、子どもシェルターの
設立目的に従って支出がなされているかも確
認する必要がある。

 ▼ 子ども担当弁護士（コタン）
子どもの抱える問題に法的な立場から助言

を行い、子どもが自立していくための支援を
行うのに、重要な役割を担っている。

　ケース会議においては、子どもの意見を
確認しながら、支援方針の決定の中心的な役
割を果たす。親との対立がある場合に、子ど
もの意見を整理し、親との関係調整を図った
り、児童相談所や役所との間の調整を行うの
も子ども担当弁護士の仕事である。また、子
どもが退所する際の、退所後の生活を軌道に
乗せること（住宅の契約や健康保険・生活保
護の手続き、引っ越し）についてもコタンが

中心となって行う必要がある。
　なお、退所後支援（アフターケア事業）

については、独立の事業として行っている法
人もあるが、個別に退所後支援の計画を立て
てコタンが引き続き担当することにしている
法人もある。

[6] 外部機関（第三者機関）について

子どもシェルターにおいて、必置の外部機
関はない。しかし、子どもシェルターが社会
的養護の一旦を担い、自立援助ホームとして
公費の支給対象となる以上、次のような制度
の構築・利用について検討する必要がある。
① 苦情解決体制の構築と第三者委員
② 第三者評価機関の評価

なお、どちらも子どもシェルターに対して
は、法的な義務が課されているものではない。
しかし、児童相談所の監査において、制度の
導入について検討を指示されることもあるの
で、要注意である。
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職員

［1］配置基準と資格種別

子どもシェルターは、児童自立生活援助事
業実施要綱（以下、「要綱」といいます。）の

「第 12」により、要綱に定める要件を満たす
ことが求められています。

要綱の「第７　職員」によれば、職員につ
いては次のように配置する必要があります。

(1)「指導員」と「管理者」を置かなければな
りません。「管理者」はホーム長、「指導
員」は正規スタッフ（常勤職員）のこと
です。「管理者」と「指導員」は兼ねても
かまいません。

(2)「指導員」の定員は次のとおりです。

多くの新規立上げシェルターは入居定員が
６名以下でしょうから、その場合には、最低
３名の正規スタッフが必要で、そのうち２名
は指導員の資格がある必要があることになり
ます。

(3)「指導員」の資格は次の① ｰ④のいずれか
に該当する場合に認められます。

①　児童指導員の資格を有する者
②　保育士の資格を有する者
③　児童福祉事業及び社会福祉事業に２年

以上従事した者
④　①～③に準ずる者として、都道府県知事

が適当と認めた者

①②の要件は明確ですが、①②に該当しな
いスタッフに③④により指導員の資格が認め
られるかについては、微妙な場合があります
ので、行政の担当課に問い合わせをされるこ
とをお勧めします。

［2］雇用形態

要雇用形態については、要綱上定めはあり
ません。しかしながら、子どもシェルターは児
童自立生活援助事業、すなわち自立援助ホー
ムの一形態として認められるものであり、行
政に対しては、職員の状況等の報告を求めら
れることになりますので、正規雇用のスタッ
フがほとんどいない状況では指導を受けるこ
とになります。３名の正規スタッフで運営す
るとするならば、最低２名は正規雇用である
必要があると考えた方がよいでしょう。

また、シェルターの仕事は一般の施設とは
異なる部分があり、スタッフの適性が問題と

職員とボランティアスタッフ
その２

（ＮＰＯ法人子どもセンターぽると 編）

入居定員 ６まで ７～９ 10～ 12 13 ～ 15 16 ～ 18 19 以上

指導員数 ( 補助員を含む ) ３以上 ４以上 ５以上 ６以上 ７以上 ８以上

必置指導員数 ２以上 ３以上 ４以上 ５以上 ６以上 ７以上

「指導員」の配置（単位：人）

なることがあります。そのような観点からは、
適宜、試用期間を定めたり、まずは期間雇用
として採用するなどの工夫をすることも考え
てよいでしょう。

［3］募集方法・採用検討等

法人の広報媒体への掲載、ハローワーク、一
般の求人サイト、福祉系の求人情報サイトで
の募集、大学や専門学校などへの求人情報を
提出するなどして募集します。口コミや人伝
での募集も欠かせません。

履歴書、職務経歴書、資格証明書などによる
書類選考、理事やホーム長らによる面接、場
合によっては実習考査を経て、採否をお伝え
します。

関心はあるけれど、経験がなく不安という
方には、試用期間をとったり、ボランティア
からはじめてみること、雇用期間を定めてみ
るなどの方法で労使で試してみる時間を持つ
こともあります。

［4］シフト

職員とボランティアの勤務日は、シフト制
を導入している法人が多いようです。児童自
立生活援助事業の要綱には宿直を必須として
いませんが、夜間の子どもシェルターにおと
なが不在というわけはいかず、毎日宿直や夜
勤を担当する者を配置します。日中も、子ど
もたちの日常生活のケア、通院付き添い、会
議、関係各所への連絡、新規入居の緊急受入
れなどの対応があり、職員が交代で対応しま
す。

前述したように、児童自立生活援助事業（6
名定員の場合の）配置基準は 2.5 名ですが、こ
れらの業務を果たすには十分でないため追加
で職員を雇い入れた場合には、増配置加算と
して体制強化補助金等が支弁される仕組みが
あります。（資格の有無や担当業務に諸条件が
あります）

表 1 は、職員 5 名（常勤 4 名・非常勤 1 名）、
ボランティアスタッフ 4 名によるシフト例で
す。

［5］職員研修

職員には、子どもシェルターの現場実践の
中で、ケースワークとケアワークについて学
んでもらう OJT と、法人内外の研修を受講し
て、技術や知識を磨く時間が必要です。

法人内研修は、後述するボランティア養成
講座の内容に加え、職員が希望したり、法人
が必要と判断する内容について講師を外部か
ら招いて講義をもってもらうことがあります。
また、子どもシェルター全国ネットワーク会
議、全国自立援助ホーム協議会、日本子ども虐
待防止学会など、活動に関連の深い大会、研
修会、シンポジウムなどが毎年開催されます
ので、学びの機会として活用することができ
ます。研修のために、職員が現場を離れるに
は、手厚い人材配置は欠かせません。

ボランティアスタッフ

［1］ボランティア養成講座

要綱上必要とされる最低限の職員の人数だ
けでは、２４時間子どもを見守って生活を回
していくことはできませんし、都合よく増配
置加算対象となる追加職員を確保できるとも
限りません。そのため、地域のボランティア
スタッフの協力は欠かせません。

ボランティアに対しては、啓発活動を含め
てボランティアスタッフ養成講座を開催し、
より深く理解、関心をもっていただく試みを
実践している法人が多くあります。

表 2 はボランティア養成講座開催の一例で
す。２日間１セットを年２回実施。初日は公
開市民講座でどなたでも受講できますが、２
日目は実際にボランティアを希望する方のみ
の講座です。受講料は無料で、講師は主に法
人の理事や関係者がつとめます。例えば、女
子のシェルターでは、シェルターの概要の他、
思春期の女の子の心情、抱えやすい課題、ボラ
ンティアスタッフとしての心構えなどを学ん
でもらいます。養成講座を実施する法人では、
こうした講座の受講をボランティアへの登録
要件としています。２日目の講座終了後、希
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望者にはボランティアスタッフ申込書と誓約
書を提出していただき、ボランティアスタッ
フ登録をしていただきます。毎回、数名ずつ
新規の登録をいただいています。その後、日
を改めて、シェルターに来ていただき、現場
でのオリエンテーションを経た後、必要に応
じてシフトに沿って活動していただきます。

ご縁がつながらず、子どもシェルターのボ
ランティアになっていただくことがなかった
としても、子どもの人権や社会的養護に関す
るさまざまなお話に、地域の市民の皆さんが
耳を傾けてくださる機会は貴重であると思い
ます。

講座の告知は、法人の HP への掲載はもち
ろん、一般市民向けには市報や地方紙に掲載
してもらったり、チラシを医療福祉系の大学
や専門学校に配ったりニューズレターに同封
したりする等、工夫しています。

［2］ボランティアの活動内容

ボランティアにお願いする業務は、主に職
員の補助ですが、補助といっても、子どもた
ちの外出の付添いや、個人情報にふれる責任
ある役割を担っていただくことも多くありま
す（活動内容の例は表 3）。そうした業務は有
償として、交通費の他に謝金をお支払いする
ことがあります。また子どもたちと一緒に食
事を食べていただくこともありますが、決め
られた食費をいただいています。

異性のボランティアには宿直業務はお願い
しない、などのルールを定めている法人もあ
ります。

活躍は子どもシェルター内に限りません。
事務作業、ニューズレターの作成作業、ホー
ムページの改訂、イベントの運営、寄付の呼
びかけなどをボランティアに支えていただい
ている例もあります。

課題は、ボランティアスタッフを容易には
確保できないことです。特に、宿直ボランティ
アの確保には苦慮しています。活動を継続し
ていくことの困難さがここにもあります。

シェルター開設当初には、ボランティア応

募者も多く集まりますが、時間の経過と共に、
それぞれの思いやご事情もあり、メンバーは
減っていく傾向があります。今おられるボラ
ンティアとコミュニケーションを密にしつつ、
法人からも啓発活動を継続していかないと、
法人の活動そのものへの関心も薄れてしまい
がちです。学生ボランティアの場合、卒業す
ると活動できなくなることが多く、常に新規
の登録者を求めていくことが必要です。また、
永く継続していただくには楽しくなければな
りません。ボランティアスタッフをサポート
する仕組みが求められます。

表 1.　職員 5 名の場合のシフト例
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ボランティアの種類 活動時間 活動内容

宿 直 16:45 〜翌日 9:30
シェルターに宿泊し、食事を用意し一緒に食べる就寝を見守
る。記録、掃除など。有償

日 中 9:00 〜 18:00
職員と一緒に、または職員の代わりに食事を用意し日課に添
い時に一緒に過ごす。有償

食 事 16:30 〜 19:00 夕食を子どもと一緒に作る。

学 習 ー 中学 • 高校程度の学習支援。適宜依頼

日程 時間 内容

１
日
目

　
公
開
市
民
講
座

　
　
　
　
　（
定
員
50
人
）

10：10 〜 11：00 社会的養護とは何か（理事　大学教授）

11：10 〜 12：30
子どもシェルターってなあに？　その法的位置づけ

（理事　弁護士）

13：20 〜 14：10 思春期の子どもの逸脱行動と発達障害（理事　医師）

14：20 〜 15：10 性被害を受けたと思われる思春期の女の子（理事）

２
日
目

　
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
希
望
者

　
　
　
　
　
　
　（
定
員
10
人
）

10：30 〜 12：00 アンガーマネジメント（外部講師）

12：50 〜 14：20 訳ありな思春期の女の子との接し方（外部講師）

14：30 〜 15：10
ボランティアスタッフ • オリエンテーション

（シェルターホーム長）

15：10 〜 15：40 ボランティア経験者からのメッセージ

表 3.　シェルターでのボランティアスタッフの活動内容の例

表 2.　ボランティアスタッフ養成講座の一例

子どもシェルターや自立援助ホー
ムの建物について

２００９年９月に子どもシェルター「モモ
の家」を開設しました。建物は市街化調整区
域に所在する、モモの協力者所有の農家住宅

（5DK）を借用し、子どもの居室や事務室に簡
易な鍵を付けるなど簡単な改修をして入居し
ました。敷地は 400 ㎡を超えており、塀で囲
まれていたため生活の様子は外部の人には見
えませんでした。庭には畑もあり、柿、八朔
などの果樹が植えられており、静かで自然に
恵まれた落ち着いた場所でした。

２０１３年、子どもシェルターが自立援助
ホームの一類型と位置付けられると、市街化
調整地域の賃貸住宅では継続できなくなり、
市街化地域の２階建ての賃貸住宅（5DK）に
移りました。総床面積が 100 ㎡以下で、「寄宿
舎」として利用するための用途変更の手続き
をする必要がないため、子どもがベランダを
通じて互いの部屋を行き来できないように仕
切りを設置する程度の改修工事でした。この
建物には塀はありませんが、道路から奥まっ
たところにあり、周囲を賃貸住宅で囲まれ、互
いに関心を持ちあうことを好まない人たちが
住んでおり、近所とのトラブルはありません
でした。

ところが、数年たち、子どもたちの行動から
シェルターが「秘匿の場所」でなくなってい
ることに気づきました。また、事務室と職員
の宿泊場所を兼ねていたため、手狭であった
ことから移転することにし、部屋数の多い物
件を探しました。しかし、部屋数が多く、改
修可能で周囲から目立たないような賃貸物件
を市街化地域で探すのは困難を極めました。

契約後、改修した後で、周りから見えすぎ
る、自由に出入りができるという理由で解約
しました。また次に契約した物件は、前の物件
の問題点はクリアできていたので内部を大改
修し、入居寸前になって過去に増築されてい
たことがわかり、建ぺい率が基準をオーバー
しているという理由で解約せざるを得ない事
態が起きました。

こうした経験から、２０１６年４月に再開
した「モモの家」は、契約前から建築士に関
わってもらい、建ぺい率、用途変更の手続き、
消防法の基準をクリアできました。家主さん
のご理解があってのことですが・・・。

この物件についても、職員の退職などの影
響で解約せざるを得なくなり、次の物件を探
すことになりました。２０１９年６月に 200
㎡以下の建物まで用途変更不要に緩和された
こともあって、２０２４年７月、現在の物件
で「モモの家」を再開することができ、現在
に至っています。

以上のとおり，現在の「モモの家」は、４
物件目となります。

以下、モモが運営している３つのホーム（い
ずれも賃貸物件）の経験から学んだことをま
とめました。

[1] 利用形態

 ▼ 法人所有
（1）建物を所有する方法

①建物の寄付（遺贈）を受けて改修する。
②寄付金・助成金・借入金を活用して、中

古建物を取得して改修する。
③寄付金・助成金・借入金を活用して建物

を新築する。

建物のイロハ
その３

（ＮＰＯ法人子どもシェルターモモ 編）
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（2）法人所有のメリット
・間取りを自由に決められる。
・法律上要求される設備を設置できる。
・市街化調整区域でも許可が受けられる可能

性がある。
（3）法人所有のデメリット
・寄付や初期費用を集めることが難しい。
・公的な賃料補助が活用できない。
・シェルターの場所が知られた場合、賃貸よ

りも移転が難しい。
（4）法人所有の場合の要注意事項

近隣対策（近隣の反対が強い地域は建築もそ
の後の利用も難しい）

 ▼ 建物賃借
（1）建物を賃借する方法

①一般の賃貸物件を賃借する。
②協力者から空き家を賃借して改修する。
③協力者に中古建物を取得してもらって賃

借する。
④協力者に建物を新築してもらって賃借す

る。
（2）賃借利用のメリット
・初期費用が比較的低く開設できる。
・公的な家賃補助（近隣相場に見合う賃料）が

活用できる。
・協力者からの賃借（①②③）なら、相当程

度の改修ができる。
・シェルターの場所が発覚した場合、転居が

可能。
（3）賃借利用のデメリット
・一般賃貸物件の場合、貸主の合意がないと

改修できない。
（4）近隣対策（反対が強いと難しい場合があ

ります）
失敗：隣に住んでいる人が難しい方で対応に

苦慮した。
事例：子どもの素行で近隣から注意・苦情を

受けた。
（5）交通の利便性（通勤可能）

シェルターは、就労や通学は禁止ないし例外
的なので、多少、郊外でもよいが、職員が通
勤可能であることも考慮する必要がある。

事例：政令市以外での開設を検討したが、職員
が通勤できないとの理由で断念した。

（6）都市計画法の用途地域・社会福祉法の規制
建物賃借では市街化調整区域には福祉施設を
開設できない。
事例：公的資金を受けないで始めていた最

初のシェルターが市街化調整区域に
あったため転居せざるをえなかった。

（7）建築基準法
①建築基準法違反の物件では開設できない。
賃貸物件は増築などで建築基準法違反になっ
ている場合がある。
失敗：賃借して改修した後に基準法違反（増

築していたため建ぺい率に違反して
おり、減築すると部屋が確保できない
こと）が判明して解約して退去を余儀
なくされた。

②建築基準法の用途変更規制
シェルターは、建築基準法上「寄宿舎」と判
断されることが多い。
床面積が２００㎡を超える建物の場合には用
途変更の規制がある。

（8）消防法
避難経路確保などによる規制がなされてお

り、各自治体で規制が異なるので、契約前に
調査・相談しておく。

[2] 間取り

 ▼ 部屋数と広さ
子どもの居室：３畳×定員数
　定員６人の場合、
　２人部屋なら６畳×３部屋
事務室：１室

（寝室兼用の場合、十分に眠れる状況を確保する）
リビング・ダイニング・キッチン：１室
→６畳以上の４LDK が最低限必要

 ▼ 間取り
・入り口部分に事務室を配置するケースが多

い。200 ㎡以下なら用途変更の規制がかか
らないが、200 ㎡以上の場合には、用途変
更の規制がある。

・子どもの居室は、リビングに面していない

方がよい。
事例：リビングで他の利用者の悪口を言って

いるのが部屋に聞こえて、利用者間の
争いになった。

[3] 開設前の改修

 ▼ 最低限の改修
（1）子どもの部屋に鍵をとりつける（必要な

ら扉を取り付ける）
（2）火災警報器をとりつける
（3）消防署の要求に従う。避難誘導灯・ガレー

ジの屋根取り外しなど
 ▼ 過去に行った改修

（1） バルコニー経由で隣室へ出入りできない
ように破壊可能仕切の取付

（2）間仕切りを作成
（3）土間をリビングに改修
（4）押入れを改修（通路確保・部屋の広さ確保）
（5）扉を追加

[4] 開設後の改修

 ▼ 過去に行った改修
（1）同じ敷地内の物置を改修して居室を追加
（2）バス・トイレの改修
（3）電気温水器の設置
（4）キッチンの高さ調整

[5] 移転

 ▼ 移転理由
（1）市街化調整区域から市街化区域へ
（2）シェルターの場所が知られるようになった

ため
（3）狭すぎて、職員の就労環境が悪すぎたため
（4）近隣から苦情が多くなったため
（5）契約したが建築基準法違反で開設できない

ことが判明したため
（6）建物の老朽化のため

現在のシェルター（モモ）平面図

参考：カリヨン木かげの家　平面図
（児童居室 6 部屋のパターン）
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主な収入項目

ア  会費等

設置母体がＮＰＯ法人の場合、入会金や会
費を徴収することができます。

イ  寄付金・民間助成金

個人、法人を問わず、寄付金は大きな財源と
なります。後述の公的資金は、自立援助ホー
ムを念頭に置いた額であるため、子どもシェ
ルターの運営に必要な額からすると不十分で
あり、寄付金をいかに得るかを工夫する必要
があります。

大きなものとしては、各企業の社会貢献活
動としての寄付や、民間各種慈善団体からの
助成金、個人の方の遺贈寄付などが考えられ
ます。

民間助成金は、使途や目的が定められてい
ることが多く、申請時に使用目的に合わせた
事業計画書を作成し、助成金を受取った後は、
目的どおり執行したことの報告書や領収証の
提出を求められることも多いでしょう。利用
に当たっては、当該助成金の募集要項よく確
認し、計画的に利用をする必要があるでしょ
う。民間助成金は、基本的には自己資金で正し
く運営できていることが前提となるため、職
員給与などの基本的な経費に充てる目的には
適していません。

ウ  公的資金

児童相談所設置自治体から自立援助ホーム
委託の認可を受けている場合には、以下のよ
うな公費の支出を受けることができます。

( ア )  児童福祉法による措置費等
運営のために必要な人件費その他事務の執

行に伴う諸経費である「事務費」、事務費以外
の経費であって、施設に入所している子ども
に直接必要な諸経費を総称した「事業費」に
分けられます。なお、子どもが一時保護委託
で入所している場合には、「事業費」は一時保
護委託費として支払われることになります。
 a   事務費

事務費の額は、地域ごとに定められた「一般
分保護単価」×施設ごとの「定員」によって
算出されます。一般分保護単価の設定は、年
度途中になるのが通常であり、年度当初には
確定していません。予算策定の際には、前年
度の保護単価を参照することになります。

なお、千葉市の令和５年度の値は、１か月
あたり２５万６７９０円でしたので、参考に
してください。

ところで、計算式からわかるとおり、事務
費は、「定員」によって大きな影響を受けます。

ここで、前年度の入所のべ人数が、設定され
た定員の２倍以上に達しない場合には、暫定
定員が設定され、事務費を計算する際の「定
員」が減らされてしまう可能性があることに
注意が必要です。

もっとも、暫定定員の設定は、認可を受け
た自治体にとって義務的ではありません。こ
ども家庭庁支援局長通知「児童福祉法による
児童入所施設措置費等国庫負担金について」
において、「前年度新規入所児童数が定員の２
倍以上に達しない場合であっても、上記算式
を適用すべきでない特段の事由がある場合に
ついては、入所児童の具体的な入所計画等を
基礎とし、かつ、上記算式の趣旨を鑑み」、適
用を回避することができますので、協議の余

お金の話
その４

（ＮＰＯ法人子どもセンター帆希 編）

地があります。例えば、受け入れ休止期間明
けの年度であることを理由として、暫定定員
の設定が回避された事例があります。入所の
べ人数について不安がある場合、よく認可を
受けた自治体と協議をし、暫定定員設定回避
につとめてください。

また、私的契約によって入所した子どもが
いる場合、その間の事務費は減額されること
とされています。
 b   事業費

事業費の額は、「一般生活費」、「被虐待児
受入加算費」、「特別育成費」、「職業補導費」、

「葬祭費」などに分けられます。各月の支払額
は、毎月１日時点の入所児童の数で決まりま
す。

子どもシェルターに入る子どもは、何らか
の虐待環境にあったと思われますので、被虐
待児受入加算を受けられる可能性があります。
その認定が受けられるよう、児童相談所に働
きかけてください。

その他、子どもにかかる必要な支出（例え
ば、めがねの作成など）については、事業費
として支出を受けられる可能性がありますの
で、認可を受けた自治体と協議してください。
c   手続等

請求先は、認可を受けた自治体に対して行
うのが原則ですが、定員割愛（他の自治体の
児童相談所から自立援助ホーム委託を受けた
場合）が発生した場合の処理については、割
愛先の自治体に請求することになる可能性が
ありますので、認可を受けた自治体に確認し
てください。

請求時期は、原則は当該年度終了後の精算
払いですが、これでは運営上支障が大きいた
め、年度途中に概算払いを受けられるように
認可を受けた自治体と協議し、その旨の要綱
等を策定してもらうことになります。当該自
治体ではじめての自立援助ホームである場合
には、要綱自体が存在しないことがあります
ので、事前によく確認してください。また、定
員割愛が発生している場合に、概算払いの請
求を認可を受けた自治体に行うのか、割愛先
の自治体に請求するかについても、協議と確

認が必要になる場合があります。
( イ )  一時保護委託費

児童相談所から子どもの一時保護委託を受
けた場合、委託元の児童相談所から一時保護
委託費の支払いを受けられます。通常は、委
託終了後に一括で請求することになります。

被虐待児受入加算について、児童相談所へ
の働きかけが必要なことは、措置費と同様で
す。
( ウ )  民間施設給与改善費

職員１人あたりの平均勤続年数によって、
職員給与やその管理に充てるため、一定の加
算が受けられるものです。加算の割合は、８％
から２５％までとなっており、うち、２％が
管理費相当額です。

平均勤続年数には、子どもシェルターで勤
務する以前の、他の児童施設（児童養護施設、
児童相談所の一時保護所、保育所等）での勤
務実績を算入することができます。

なお、管理費を除いた加算額については、
支出額分の職員給与を増額することが必要で、
年度当初に計画書、年度終了後に実績報告書
の提出を求められます。
( エ )  各種加算
a   賃借費加算

シェルターを運営する建物について第三者
から賃借している場合に、賃借費相当額の加
算が受けられます。建物賃料額を決める際、そ
の金額全額について賃借費加算を受けられる
かについて、近隣賃料相場等の資料を添えて、
認可を受けた自治体に事前に確認をする必要
があります。
 b   処遇改善加算

施設管理者で研修を受けた者、夜間子ども
の処遇に関わる者など、一定の要件を満たす
職員がいる場合、その職員に対する待遇を改
善するために加算が受けられるものです。

支出額分の職員給与を増額することが必要
で、年度当初に計画書、年度終了後に実績報
告書の提出を求められます。

子どもシェルターで働く職員の待遇改善に
直結しますので、積極的に加算が受けられる
ようにしてください。
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c   自立支援担当職員加算
社会福祉士、児童福祉士任用資格保持者な

どを、子どもの処遇に関わる職員とは別に、自
立支援担当職員として採用した場合、自立支
援担当職員加算が受けられます。入所してい
る子どもについてのソーシャルワークや、ア
フターケアを行う人材を確保するための資金
として活用することができます。
( オ )  各種補助金

例えば、一般職員の待遇改善や、心理職の採
用などを目的として、国や自治体が補助金制
度を用意している場合があります。自治体か
ら通知等が送られてきますので、要綱等をよ
く確認して、積極的に活用すると良いでしょ
う。

主な支出項目

ア  子どもシェルター運営事業費

( ア )  人件費等
職員給与費、法定福利費、通勤交通費などが

発生します。社会保険の適用については、一
般の民間企業と変わりがありませんので、諸
手続については遺漏なく行ってください。

また、子どもシェルターの運営に際しては、
職員のみならず、ボランティアスタッフの活
躍も必要です。ボランティアについては、交
通費などの実費の支給や、場合によっては有
償ボランティアとして、手当の支払などが発
生することになります。
( イ )  その他

子どもシェルターは子どもたちの日常生活
の場ですので、一般家庭と同様に、食費、水
光熱費、各種の消耗品費が必要です。

もっとも、食費については、商品券の寄付
や、お米や食材などの寄付が受けられること
も多く、一般家庭ほどの負担は発生しないと
も考えられます。

イ  その他

シェルター事業本体以外に、広報啓発活動
（パンフレット作成、ホームページ作成、シ

ンポジウム開催など）や、法人自体の管理費

（事務職員がいる場合はその人件費、役員報酬
や費用弁償など）における支出がかかります。

なお、法人住民税や償却資産税が発生する
可能性がありますので、毎年の税務申告は、税
理士に相談するなど、適切に処理してくださ
い。法人住民税については、法人として収益
事業を行っていなければ、免除の対象となる
ものと考えられますので、自治体の担当部署
と相談してください。償却資産税についても、
自治体の特例で免除となる可能性があります
ので、こちらも自治体担当部署と相談をする
とよいでしょう。

入所申し込み

子どもたちが子どもシェルターに入所する
には、大きく分けて①本人からの申し込みが
あった場合と②関係機関から入所依頼があっ
た場合があります。

１．本人からの申し込み

子ども本人が虐待などから避難し、シェル
ターを利用したいと考えた場合、本人が直接
シェルターの相談窓口に申し込む場合と、相
談をした弁護士が本人に代わって申し込む場
合があります。
①本人が直接申し込む場合

子どもシェルターでは、シェルターを利用
したいと考えている子ども本人が直接申し込
むことができる窓口を持っている場合があり
ます。この場合、本人が直接その窓口でシェ
ルター利用について相談をすることになりま
す。相談時には、入所受付担当の弁護士や職
員が申し込みに至った経緯や入所の必要性な
どを聞き取り、シェルターに入所の可否を諮
ることになります。
②弁護士が本人に代わって申し込む場合

子ども本人が、子ども人権１１０番などの
子どもの専門相談などに相談し、シェルター
入所の希望があった場合には、相談を担当し
た弁護士が本人に代わってシェルター入所を
申し込むことができます。また、少年事件で帰
住先の調整のためにシェルター利用が必要な
場合などには、付添人が子どもの意思を確認
した上で、シェルター入所の申し込みをする
場合があります。弁護士が子どもに代わって
シェルター入所の申し込みをする場合、シェ
ルターの入所受付窓口に申し込みをし、受付

担当の弁護士や職員に申し込みに至った経緯
や入所の必要性などを説明することとなりま
す。

２．関係機関から入所依頼

市町村や学校など子どもに関わる機関で、
シェルター入所を必要とする子どもの相談を
受けた場合に、相談を受けた機関からシェル
ター入所の申し込みがある場合があります。
また、児童相談所において、一時保護所が満員
であったり、あるいは妊娠等の理由から保護
した子どもを一時保護所で生活させることが
適当ではないと判断された場合などには、児
童相談所からシェルターへの入所の打診があ
る場合があります。

こういった関係機関から入所依頼があった
場合にも、入所受付担当の弁護士や職員が申
し込みに至った経緯や入所の必要性などを聞
き取り、シェルター入所の可否を諮ることと
なります。関係機関、特に児童相談所の場合
には、子どもに関する客観的な情報を持って
いることが多いため、疾患や手帳の有無、一
時保護所での適応状況など入所可否の判断材
料をより多く得られることがあります。

入所までの流れ

受付担当の弁護士や職員が入所相談を受け
た後、子どもシェルターでは、その情報を元
に入所の可否について判断することとなりま
す。入所可否の判断方法については、子ども
シェルターによって異なります。施設長や理
事長の判断、あるいは施設長と理事による合
議などの方式をとる法人もあります。入所判
断に当たっては、入所受付担当から得た情報
を元に、シェルターの持つ支援力が子どもの

子どもの受入れの流れ
その 5

（ＮＰＯ法人子どもセンター帆希 編）
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ニーズにマッチするか、また、既に入所者が
いる場合には、入所者との関係性などを考慮
の上、入所の可否が検討されます。
①入所可の場合

入所可の判断となった場合、入所受付担当
の弁護士や職員は、子ども本人に対して入所
に当たっての約束事などを説明し、入所の意
思確認を行います。そして、子どもに入所意思
があることが確認できたら、入所同意書に署
名をもらいます。これは、シェルター入所が本
人の意思や希望に基づくものであることを明
確にするための手続きで、本人申し込みの場
合などでは特に必要とされるものです。シェ
ルター入所が決まった後、シェルターから児
童相談所へ一時保護委託や自立援助ホーム委
託などを要請するのですが、即日委託の判断
が出ない場合、正式な委託を受けるまでの間、
親権侵害などが問題とならないよう、本人の
意思で子どもシェルターに入所していること
を明らかにしておく必要があるからです。こ
のため、子ども本人の意思であることを保証
するために立ち会った弁護士や職員、関係機
関からの申し込みの場合にはその担当職員な
どに立会人として署名をしてもらうこともあ
ります。

入所手続後、子どもシェルターに実際に入
居する場合には、シェルターの秘匿性に留意
し、シェルターの住所や連絡先などの伝達は
最小限として送迎などの手配を整える必要が
あります。

子どもがシェルターに入所した後、児童相
談所に対して虐待通告及び一時保護委託の要
請、あるいは自立援助ホーム委託の申し込み
などを行うこととなります。児童相談所との
手続きがスムーズに進むよう、子どもシェル
ター開所前に児童相談所との間で協議をして
おくと良いでしょう。

また、シェルター入所に当たっては、入所
判断、申込者（機関）への連絡、送迎などの
手配、児童相談所への連絡などが必要となる
ため、入所受付担当者、法人、シェルター職
員の間で役割と責任権限を明確にしておく必
要があります。

②入所不可の場合
入所不可の判断となった場合には、他県の

シェルターや女性サポートセンター、場合に
よっては警察や児童相談所などの機関を紹介
するなど、入所申し込みをした子どもが適切
なサポートを得られるよう努める必要があり
ます。

相談窓口

入所受付方法は、基本的にはこれまで説
明したとおりですが、細かな手続きは子ど
もシェルターごとにことなります。実際の
手続は、子どもシェルターの相談窓口で確
認をして下さい。各地の相談窓口は一覧の
とおりです。

相
談
窓
口
一
覧

地域 法⼈名 運営事業 各シェルターへの相談窓⼝

東京

⼦どもシェルター（男⼥）

⾃⽴援助ホーム（男⼥）

デイケア事業 他

愛知

⼦どもシェルター（⼥⼦） ※休⽌中

⾃⽴援助ホーム（⼥⼦）

神奈川

⼦どもシェルター（男⼥）

⾃⽴援助ホーム（⼥⼦）   

岡⼭

⼦どもシェルター（⼥⼦）

⾃⽴援助ホーム（男⼥）

アフターケア事業所

宮城 ⼦どもシェルター兼⾃⽴援助ホーム（男⼥）

広島

⼦どもシェルター（⼥⼦）

⾃⽴援助ホーム（男⼦）  

京都 ⼦どもシェルター（⼥⼦）

福岡

相談事業

アフターケア事業所

札幌 ⼦どもシェルター（⼥⼦）   

和歌⼭ ⼦どもシェルター（⼥⼦）   

千葉 ⼦どもシェルター（⼥⼦）

新潟 ⼦どもシェルター（⼥⼦） ※休⽌中  

⼤分 ⼦どもシェルター兼⾃⽴援助ホーム（男⼦）

⼤阪

⼦どもシェルター（⼥⼦）

⾃⽴援助ホーム（⼥男）

沖縄 ⼦どもシェルター（⼥⼦）

埼⽟ ⼦どもシェルター（⼥⼦）

宮崎 ⼦どもシェルター（⼥⼦） ※休⽌中

⽯川 ⾃⽴援助ホーム（⼥⼦）

兵庫

⼦どもシェルター（⼥⼦）

⾃⽴援助ホーム（⼥⼦）

旭川 ⼦どもシェルター（⼥⼦） 

群⾺ ⼦どもシェルター（⼥⼦） 

佐賀 ⼦どもシェルター（⼥⼦） 

東京 ⼦どもシェルター（⼥⼦） 

福井

⼦どもシェルター（⼥⼦）

⾃⽴援助ホーム（⼥⼦）

⾼知 ⼦どもシェルター（⼥⼦）

社会福祉法⼈カリヨン⼦どもセンター

NPO法⼈⼦どもセンター「パオ」

NPO法⼈⼦どもセンターてんぽ

NPO法⼈⼦どもシェルターモモ

認定NPO法⼈ロージーベル

NPO法⼈ピピオ⼦どもセンター

NPO法⼈⼦どもセンターののさん

NPO法⼈そだちの樹

NPO法⼈⼦どもシェルターレラピリカ

NPO法⼈⼦どもセンターるーも

NPO法⼈⼦どもセンター帆希

NPO法⼈⼦どもセンターぽると

NPO法⼈おおいた⼦ども⽀援ネット

NPO法⼈⼦どもセンターぬっく

NPO法⼈⼦どもシェルターおきなわ

NPO法⼈⼦どもセンター・ピッピ

NPO法⼈⼦どもシェルターみやざき

NPO法⼈シェきらり

NPO法⼈つなご

ＮＰＯ法⼈⼦どもセンター ビ・リーヴ

NPO法⼈⼦どもシェルターぐんま オズ

ＮＰＯ法⼈佐賀⼦ども⽀援の輪

ＮＰＯ法⼈⼦ども・若者センターこだま

⼀般社団法⼈ラシーヌ

ＮＰＯ法⼈⼦どもシェルターおるき

東京弁護⼠会⼦どもの⼈権110番

☎  03-3503-0110

⽉〜⾦13：30〜16：30／17：00〜20：00

⼟13：00〜16：00

⼦どもセンター「パオ」事務局

Mail:  

居場所のない⼦どもの電話相談

☎  050-1323-3089 平⽇13：00〜17：00

⼦どもシェルターモモ事務局

☎  086-206-2423 平⽇9：00〜18：00

ロージーベル事務局

☎  080-1695-4032 平⽇10：00〜17：00

ピピオ⼦どもセンター事務局

☎  082-221-9563 平⽇10：00〜18：00

⼦どもセンターのの
ん事務局

☎  075-254-8331 平⽇9：00〜17：00

そだちの樹相談窓⼝「ここライン」

☎  092-791-1673 平⽇10：00〜20：00 

⼦どもシェルターレラピリカ事務局

☎ 011-272-3125 平⽇9：00〜17：30

るーも事務局

☎  073-425-6060 平⽇9：00〜17：00

Mail:  

⼦どもセンター帆希事務局

☎ 043-209-2965  平⽇9:00〜17:00

Mail:  

おおいた⼦ども⽀援ネット事務局

☎ 097-574-6108

⼤分県弁護⼠会「⼦どもの権利110番」

☎ 097-536-2227 ⽔16：30〜19：30（休⽇除く）

⼦どもセンターぬっく事務局

☎  06-6355-4648 平⽇10:30〜17:30

⼦ども専⽤フリーダイヤル

☎  0120-528-184 平⽇10:30〜17:30 

⼦どもシェルターおきな�事務局

☎  098-836-6363 平⽇9:00〜18:00

Mail:  

⼦どもセンター・ピッピ

☎  048-862-1853

平⽇9：00〜18：00／⼟9：00〜12：30

⼦どもシェルターみやざき事務局

☎  0985-65-5087 平⽇9：00〜17：30

シェきらり事務局

☎ 076-204-9380

☎  090-1390-8195

Mail:  

つなご事務局

☎  06-6415-6750  平⽇10:00〜16:00

⼦どもセンター ビ・リーヴ事務局

☎  090-1641-1089

⼦どもシェルターぐんま事務局

☎  027-212-6080 平⽇9:00〜17:00

佐賀⼦ども⽀援の輪事務局

☎  0952-37-5963 平⽇9：00-18：00

⼦ども・若者センターこだま事務局

☎  050-1809-4329 平⽇9：00-18：00

ラシーヌ事務局

☎  080-2727-1218 平⽇10：00〜22：00

Mail:  

⼦どもシェルターおるき事務局

☎  080-6233-7974 平⽇10:00〜17:00

Mail:  

info@pao.or.jp  平⽇10：00〜16：00

lumo0228@gmail.com

info@chiba-homare.org

kodomo@shelter.okinawa

jimukyoku@chezkirari.org

Mail:  tsunagohp@gmail.com

Mail:  be.live0523@gmail.com

fukuiracine@gmail.com
HP内からLINE相談も受付中

K_Kodomo.shelter@outlook.com
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コタンの活動　　　　　　　　　
子ども担当弁護士の選任

子ども担当弁護士は、研修を受講後にコタ
ン名簿登載された弁護士の中から打診する。
担当依頼（配点）は、シェルター理事の弁護
士が行うか、各弁護士会（あるいは各シェル
ターを運営する団体）で決めた方法で行う。

受任手続き

子ども担当弁護士は、子どもと面談し、入
居手続きに原則として立ち会う。初回面談の
際に、子どもに子ども担当弁護士の役割を説
明し、子どもから当該弁護士が「子ども担当
弁護士」になることの承諾を得る。子どもに
資力がない場合は（ほとんどの場合は無資力
である）、日弁連委託法律援助の子どもに対す
る法律援助【書式６－３】を利用する。＊入
居手続きと同時に援助申込書に署名をもらう
とスムーズである。

活動内容

選任直後の活動

ア　子どもと時間をとって話し（話をしない
子についてはしばらく隣にいるだけでよい）、
子どもとのラポール形成（信頼関係づくり）
を心がける。少し話せる関係となったら、子
どもの気持ちに配慮しつつ、シェルター入居
に至ったことへの（他に行き場がなくなった）
気持ち、シェルターでの生活で心配なこと、家
族等関係者への思い等を聞いていく。

イ　児童相談所や自治体等からの紹介で入居
となった場合には、各機関に置いて既に子ど

ものアセスメントが行われている場合がある。
そうした場合は可能な範囲でアセスメントに
関する資料を受領し、あるいは各機関から聞
き取りを行って、子どもがシェルター入居に
至った経緯、援助者（キーパーソン）の有無、
子どもの特性（障害の有無、非行傾向、メン
タルなど）などについての情報を収集する。

ウ　こうした子どもの意向と周辺の情報から、
初期段階での方針を子どもとともに考える

（その後の変化に留意する必要は後述）。

日常の活動

ア　子どもとの信頼関係を構築するため、時
間が許す時は、シェルターに赴く、一緒に外
出するなどをする（自由に外出できない子ど
ものストレス発散にもなる）。週１回程度は子
どもの顔を見る。シェルターへの訪問が難し
くとも、電話で話して様子を確認することが
大切。＊あまり顔を見せないと子どもとの信
頼関係が構築できないし、不満が溜まりやす
い。

子どもとの関係を深め、安全で安心できる
環境で暮らす中での意向の変化等に留意しつ
つ、退去後の行き先の希望に関する話を行う。

イ　シェルタースタッフや児童相談所担当職
員（一時保護委託の場合）と情報共有をしつ
つ、子どもの日常生活から見える子どもの
ニーズを把握する。

子どもの病気の有無の把握に努め、病気に
はいたらないものの体調不調の訴え等にも留
意する。受診が必要な場合には、早めの受診
を心がける（受診への付添はスタッフ等と相
談して対応。ただし、健康保険証を使うと受

コタンの活動・関係機関との連携

その 6

（ＮＰＯ法人ピピオ子どもセンター 編）

診したクリニックの連絡が親権者に届く場合
があるので、注意が必要である。）。子どもが
不調を訴える場合には、なるべく受診を検討
することが推奨されるが、そのニーズが「受
診」そのものより「心配してほしい」といっ
た周囲の大人に向けたケアニーズであると認
められる場合には、ケアを求める気持ちを酌
み取ってその気持ちを踏まえたリアクション
を子どもに伝わるように行うことを心がける。

子どもの生活ぶりや話の中から、金銭管理
の力（自己の収支を管理する力、金銭貸借の
基本的な考え方（お金を貸すとトラブルにな
りがち等）、電気や水の節約の観念、さらに
ATM を使えるか等）、家事についての基本的
な力（掃除、洗濯、料理等）、他者との基本的
なコミュニケーション力（困ったときに他者
へ相談ができることを含む））などを把握す
る。そのうえで、子どもの状況に応じた金銭
管理のノウハウ（マネー講座）や、家事経験

（特に男子にも経験してもらうのがよい）、さ
らに、退去後トラブルとなりやすいテーマに
ついて（例えば、性教育、薬物教育、闇バイ
ト）、話ができる機会（研修等もよい）を準備
しておくとよい。

退居先について

子どもの希望を踏まえ、社会資源との調整
を図りつつ退居に向けた具体的な方針を検討
する。子どもも保護者も帰宅の意向で、環境
調整も可能な子どもについては自宅に帰る方
向で調整する。帰宅が難しい場合には、自立
援助ホーム（児童自立生活援助事業Ⅰ型）へ
の入居、児童養護施設やグループホームなど
への入所など、具体的な地域での選択肢の中
から、子どもの希望を踏まえつつその子ども
の発達状況等に沿う方針を検討する。生活保
護の受給申請手続が必要な場合には、申請の
動向も行う。＊子どもの意向がコタン等おと
なの観点からは、現実的とは言いがたい場合
もある。そのような場合には、子どもが望む
方針の具体的な課題についてかみ砕いて説明
し、大人が心配していることを伝えた上で話
し合い、子どもに（仮に方向性は変わらない

としても）これから歩むべき一歩はどうある
べきかを考えてもらう。

退居のための具体的活動

ア　自宅に戻る場合：もともとあった保護者
との対立点を解消し、入居時に生じたトラブ
ルを繰り返さないよう、コタンが調整して親
との間でルール決めをする。退居までに複数
回、親を含めた面談を行い、双方の意思を確
認する。

イ　自立援助ホームに入居する場合：児童相
談所とも連携し、近くの自立援助ホームの空
きを確認する。施設毎に特徴があるので、相互
のマッチングの必要性から、子どもを連れて
必ず見学に行く（子どもと自立援助ホームと
の関係は契約だが、自立援助ホームの入居手
続は児童相談所からの措置となる。このため、
子どもの自立援助ホームの入居に際しては児
童相談所と連携しつつ進める必要がある）。

ウ　就労する場合：若者用ハローワークなど
で就労先を探す。住み込み就労ができるか、で
きない場合は一人暮らしをしなければならな
いが、未成年の場合には子ども単独では賃貸
借契約を締結してもらえないため、賃貸借契
約について親権者の協力が得られるかを確認
する。場合によっては、賃貸借契約締結のた
めに親権停止による職務代行者の選任や、未
成年後見人の選任を検討する。家具・家電等
については、物品の寄付で補えるものがある
か、購入資金を賄える行政からの支援や民間
からの助成・寄付がないか、予めシェルター
で整理しておくとよい。

エ　生活保護の受給が必要な場合：一人暮ら
しをして学校に行く場合や、就労しても十分
な収入が得られない場合には、生活保護の受
給申請を検討する。生活保護担当課は未成年
者が独居で生活保護を受給することを嫌う場
合があるので、子どもの担当弁護士が事前連
絡、同行支援、申請中の連絡窓口等の対応を
行い、補足資料の提出等きめ細かな対応を行
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う。また、事案によっては、生活保護受給し
て退居した場合の担当ケースワーカーとの連
絡を退去後も行ってフォローする。

オ　その他：児童養護施設やグループホーム
への入所や里親委託については、児童相談所
の措置となるため、児童相談所と協議・連携
を図る。親権者が同意しない場合には、児童
福祉法２８条申立の必要性を提案することも
考えられる。

子どもが入院を要する場合には、躊躇せず
対応する。特に、精神科への入院の場合には、
寛解時（退院時）の対応について病院や児童
相談所等とともに検討する必要がある。

退居後の子ども支援の継続

シェルター退居後、子どもの生活が安定し
たことを見届けて（基本的には 2，3 か月が
目安となろう）コタンの活動は一旦終了する。
しかし、シェルター入居に至った子どもには、
大人の支援者が少ない（いない）ことが一般
的である。特に、就労した場合には初めての
仕事であることも多く、仕事が継続できる
か、人間関係のトラブルを乗り切れるかなど、
様々な試練がある。

未成年後見人等の選任が必要となり、子ど
も担当弁護士が選任されるケースでは関係が
継続することもあるが、そうでないケースで
も、事務所の電話、携帯電話などで、何かあっ
た時に相談できる人間関係を作り、縁あって
関わった子どものサポートを心がけたい。

アフターケア事業　経過

子どもシェルターモモは、男子用の自立援
助ホームを開設した半年後に子どもシェル
ター「モモの家」を開設し、翌年女子用の自立
援助ホームを開設と、法人設立２年後には３
つのホームを運営することになりました。当
然のことながら虐待を受けながら育ち、低学
力・低学歴の若者たちは、入居中も退居後も
なかなか定職に就くことができず職を転々と
します。

開設１年後には、職員たちから「退居後の
ケアが必要」という声が上がり始め、退居し
た子どもたちの「居場所」づくりが始まりま
した。２０１２年度は、事務局機能の一部を
担っていた副理事長（当時）の事務所を居場所
として利用させてもらい、子どもたちが三々
五々訪問して息抜きをしたり、事務員さんや
司法修習生にパソコン操作を教えてもらった
り、教科の問題集などを持ち込んで学習等を
していました。

そうした中、法人の事務局確立の必要から、
２０１３年度から退居後のフォローアップを
兼ねた場として、岡山市内に一軒家を借り事
務局員を配置し、専務理事による応援体制を
作り、フォローアップ事業を始動させました。
フォローアップ事業の財政基盤は、朝日新聞
厚生事業団、福祉医療機構等の助成金で運営
してきました。

場所ができたことから、理事とボランティ
アで、月 1 回の「食事会」、月 2 回の「学習
支援」を始め、クリスマスリース作り、正月
飾り作り、お花見会など季節ごとの催しもで
きるようになりました。また、一時避難場所
としても利用されるようになりました。しか

し、行事は理事やボランティアで運営できる
のですが、昼夜を問わない急を要する案件が
多くあり、事務局員と専務理事への負担が大
きくなってきました。

岡山市との協働事業を経て「アフ 
ターケア事業」、「社会的養護自立 
支援拠点事業」受託へ

社会に出た後、親からの支援が得られにく
いという点では、モモから退居した子どもも、
児童養護施設等で高校卒業まで暮らした子ど
も ( 若者 ) も同じ状態ではないかと気づきま
した。また、この事業を助成金だのみでは継
続が難しいことも見えていました。

２０１４年、岡山市がＮＰＯと協働で、抱
えている課題を解決する「市民協働事業」の
公募があり、モデル事業として岡山市の担当
課と協働で、「児童養護施設等退所前『学び事
業』」を取り組みました。また、企画運営には
他のＮＰＯや養護施設出身者にも加わっても
らって体制を組み、アフターケア相談所 ｢ ｅ
ｎ ｣ を立ち上げました。学び事業は岡山県下
の１２児童養護施設 ( 岡山市は５施設 ) に案
内し、「退所前に知っておきたいこと」６講座
を実施しました。継続して３年間行ったとこ
ろで、成果を基に岡山市へ予算化を働きかけ、
２０１６年度から岡山市の事業として決定し、
モモが受託しました。２０２４年度は「社会
的養護自立支援拠点事業」を受託できました。

アフターケア、自立援助ホーム
その 7

（ＮＰＯ法人子どもシェルターモモ  編）
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「休眠預金」の助成でアフターケア
の新しい拠点を取得

当法人の発足以来、子どもに関係する課題
には、岡山ＮＰＯセンターをはじめ多くの
ＮＰＯと連携して課題に取り組んでいます
が、２０２０年に「休眠預金活用」団体とし
て申請してはどうかという提案があり、事務
所での対応に限界を感じていたところでした
ので、新たな拠点を購入するための資金支援
をと「児童養護施設等を退所後に困難を抱え
た若者支援の充実・強化事業」として申請し、
戸建ての５ＬＤＫの物件を手に入れることが
できました。これには岡山ＮＰＯセンターの
大きな支援・助力がありました。

拠点が事務所と２か所できたことから、支
援件数は多くなり、事務局員と兼務であった
アフターケア職員を分掌し、専任職員を４名
に増員しました。また、

モモが毎年行っている「ボランティア養成
講座」を修了したボランティアに平日、午後
１時から５時まで拠点と事務所で、電話や訪
問してくる子ども・若者

たちへの対応を担ってもらっています。ま
た、毎週、フードバンクから水曜日は「巻き
ずし」、木曜日はボランティアによるお弁当

（おかずだけ）を拠点で作り「公式ライン」ア
フターケアに登録した若者からの希望を受け
付けています。

また、若草プロジェクトや「アマゾンほし
いものリスト」にリストアップすると全国か
ら物資が届くので、それを拠点で展示し、１
カ月に 1 回、自分に必要なものを５点まで持
ち帰ることができるようにしています。

訪問、通院同行、行政手続き等は専任職員
と理事で対応しています。

現在の課題

行政から、２０２５年度には「随意契約は
いかがなものかという」意見があったそうで、
岡山市は公募で「企画競争」という手法をと
ると、２０２５年２月に通達があり、現在企
画書を作成中です。また、契約期間は１年間

という期限があり、アフターケアの「継続的
な支援」の本質から外れているような公募に
戸惑っているところです。虐待や貧困で心に
傷を持った若者たちの自立支援について行政
としっかり話し合いをし、行政と連携して支
援が継続できるようにしていきたいと考えて
いるところです。

表　アフターケア実績

左 )「あてんぽ」外観
左下）「学南ホーム」外観
右下）休眠預金の助成で取得できた
　　　アフターケアの拠点
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NPO 法人ロージーベルの出発点

私たちの NPO 法人ロージーベルは、2008
年 10 月に法人化されましたが、その活動の
起源は、保護司で作家である大沼えり子（以
下「理事長」といいます）が中心となり、東
北の少年院向けの DJ 放送を提供する活動で
す。理事長は、少年院で更生に向けて頑張っ
ている少年たちに「一人ではないんだよ。み
んな待っているよ。」という想いを伝えていま
した。

理事長は、保護司として少年院を訪問した
際に、2 年近く少年院で生活している少年に
出会いました。その少年は、家族がなく帰る
家がない、つまり環境調整が整わないとの理
由で社会復帰できないということでした。笑
顔が素敵な少年、しっかりとあいさつができ
ている少年、こんな少年を社会で支援できる、
少年たちの居場所としての「少年の家」を作
りたい、という想いを強くし、理事長の DJ メ
ンバーを中心に、NPO 法人ロージーベルを立
ち上げました。

東日本大震災と少年の家ロージー
ハウス

（１）私たちは、少年の家事業をスタートさせ
るため、少年院から仮退院できない少年たち
がいること、市民が少年たちの更生支援をす
ることの大切さを伝える講演活動などをしな
がら、寄付金を集める活動を行なってきまし
た。

「なぜ、非行に走った少年の支援を市民がしな
ければならないのか、家族と自分の力で立ち
直るべきだ。他人の力を頼るべきではない。」
そんな声もあり、私たちは、ロージーベルの

活動に対する市民の反応はどうだろうか、と、
とても不安でしたが、講演会には多くの市民
の方々に参加していただき、寄付金も増えて
いきました。少年の家を自分たちで「建てる」
には資金はたりませんでしたが、少年の家を

「借りる」ということは可能となりましたの
で、2010 年 10 月、少年の家事業「ロージー
ハウス」をスタートさせました。
（２）少年の家事業を立ち上げてから、私たち

は、仙台保護観察所、仙台家庭裁判所に足を運
び、自立準備ホームとしての登録、補導委託
先としての登録のお願いに行きました。その
当時は、就労場所と生活場所が異なるという
ロージーハウスについては、前例がないらし
く難色を示されましたが、すでに関東ではカ
リヨンをはじめ私たちと同じスタイルのシェ
ルターを運営している団体があることなどを
説明し、自立準備ホーム、補導委託先として
の登録に向けて前向きに検討してもらえるよ
うになりました。そんな矢先に、2011 年 3 月
11 日をむかえました。
（３）少年の家ロージーハウスのスタートは、

東日本大震災で家族と連絡が取れない少年の
受け入れでした。私たちも、物資が無い中で、
少年たちを受け入れてきちんとしたフォロー
ができるのかとても不安でしたが、私たちの
想いである「たった一つの笑顔のために」を
胸に、できる限りのことをしようということ
で、3 人の少年たちを受け入れました。

物資が無い中で、私たちを支援してくだ
さったのは多くの市民の方々と、全国のロー
ジーベル、そして理事長である大沼の想いに
共感してくださった方々でした。ロージーハ
ウスには、毎日のように支援物資が届きまし
たし、ロージーハウスの宿泊ボランティアさ

たった一つの笑顔のために
NPO法人ロージーベルの活動について

その 1

（認定 NPO 法人ロージーベル 編）

んとしての協力者の皆さんに、私たちは胸が
熱くなりました。私たちの活動は間違ってい
ない、そう確信できるできことでした。なお、
最初に受け入れたその 3 人の少年たちは、紆
余曲折しながらも、ロージーハウスから巣立
ち、社会の一員として頑張っています。

これからのロージーベル

私たちロージーベルは、自立準備ホームに
加え、2017 年から自立援助ホームに登録し、
更生保護・児童福祉の両面から、少年の支援
活動を行っております。

また、2020 年には女子を対象とした自立準
備ホーム、自立援助ホーム、シェルターの機
能を併せ持つ「ロージーメゾン」を開所しま
した。さらに、ハウスとメゾンを卒業する少
年たちのアフターケアの場としてステップハ
ウスの運営にも取り組み始めています。

このような状況でこれからますます、市民
の協力と他団体との連携が必要になりますの
で、ロージーベルでは、市民ボランティアの
育成のための「ロージーベルボランティア養

成講座」、少年問題に取り組んでいる団体と
の「ロージーベル連絡協議会」を年に数回開
催しておりますが、今後もこのような活動を
続けてまいります。

少年たちのことを理解し、受け入れて、支
えるという受容的な社会を目指すには、社会
を構成する市民の方々の理解と協力が不可欠
です。そのため、年に１度の総会に合わせて、

「ロージーベル講演会」を開催したり、理事長
の講演活動や執筆活動、そして映画製作など
を通じて、少年たちの置かれている現状を市
民に知っていただき、少年たちに目を向けて
いただけるような活動にも力を入れていきた
いと考えております。
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これまでの経緯

平成 27 年 4 月、私たちは「子どもたちの権
利保障と安心安全な暮らしの確保」を基盤と
した、子どもシェルター機能を内包する自立
援助ホーム（以下みらい）を立ち上げました。
全国ネットの仲間にも入れていただき、本年
度は 10 年目を迎えます。当法人は福祉と司
法の共助を中核に、様々な事業に取り組んで
います。
※ https://oita-kodomosien777.net/　
　  おおいた子ども支援ネットHPご参照ください

しかしながら、令和 3 年度「みらい」を休
止することとしました。「20 歳という年齢制
限の制度デザインとサービスを必要とする若
者たちの現実がミスマッチ！」という大きな
課題にぶつかったことが主な理由です。「年
齢で自立を強いることの困難性」に直面しま
した。特に、幼少期から多くの傷つきや痛み
を抱えながら必死に生きている若者はなおさ
らのことです。ホーム（シェルター含む）を
巣立った後、継続したアウトリーチでの支援
や法人独自の短期宿泊（アパート賃貸）など、
暮らしの保障や個々に応じた自立の模索に多
くの時間を費やすことになりました。大人や
社会を信用できず、もがく若者たちの現実に

「措置制度の限界性」を感じたことも事実で
す。結果、私たちは「いったん休止」を選択
し、様々な角度から「子どもや若者のニーズ
になるべくマッチングする短期的な暮らしの
保障と継続したソーシャルワーク」について、
模索してきました。

社会的養護自立支援拠点事業

令和 6 年児童福祉法の改正によって、「措
置上限年齢の撤廃」（ただし現実にはいろい
ろある…）や、「社会的養護の退所者支援事業

（通称アフターケア事業）」が法に明記されま
した。さらにアフターケア事業が対象を拡大
した「社会的養護自立支援拠点事業」（以下拠
点事業）としてデザインされました。もとも
と当法人はアフターケア事業を県から委託さ
れており、この改正によって「一時避難とし
ての居住支援」ができる！これだ！！！！―

「措置制度による限界がなくなる」「短期的な
暮らしの確保とその後のソーシャルワークを
つなぐことができる」など、これまで検討し
てきた課題をこの事業で解決していくことが
できると考えています。（でもお金があんまつ
いてないけど…という新しいモヤモヤも同時
に誕生！ま。それはそれでなんとかするしか
ないのですが笑）。

「まち」をデザインする

以前、自立援助ホームやシェルターで暮ら
した若者が地域の方々との交流によって（支
援者ではない大人とのふれあいや活動のなか
で）、大きく成長したり、大人を少し信用して
もいいかなと思えるようになったりすること
がありました。上記の拠点事業を中心とした
―福祉とまちの境界を小さくする「まちづく
り」を行います。3 度目の挑戦で日本財団か
ら建物の改修工事を行うチャンスをいただき
ました！（みらいの福祉施設建築プロジェク
ト参照）これからの福祉サービスは、多様な
主体が知恵やリソースを持ち寄りながら、地
域（まち）全体で取り組む必要があるのでは

すべてのこどもに明るい未来を！

その 2

（NPO 法人おおいた子ども支援ネット理事長　矢野茂生）

ないか？虐待の苦しさや自立の難しさに対す
る専門的なケアはもちろん重要。それに加え
て、子どもや若者の選択肢をどうやって拡大
していくのか。抱え込みがちな福祉モデルを
思い切ってまちに拓く。みんなで考えてもら
う。子どもも若者も一緒に考える～「だんの
はるオーガニックケアガーデン」が令和 7 年
度中に完成予定です。どうぞ、九州にお越し
の際はぜひお立ち寄りくださいませ！

おわりに～選択肢の拡大と社会デ
ザインと

「虐待や家族不調和などから孤立する子ども
や若者の緊急避難と権利保障」。振り返れば、
このネットワークのみなさまが声を上げてく
ださったことが、社会的養護の分野や若者支
援等における新しい社会デザインをつくり始

めたきっかけだったのだろうと思います。短
期的な避難や暮らしの保障はいろんなカタチ
があれど、子どもや若者から見れば「選択肢
の拡大」という大きな意味合いを持つように
思えます。私たちもみなさまの活動に学ばせ
ていただきながら、取り組みを重ねていきま
す。社会の総力をもって、困難を抱えながら、
懸命に生きる若者が幸せを感じることができ
る、安心して困難に立ち向かうことができる
社会デザインを描いていきましょう！「スク
ラム連携」ですね！

イメージ図：「だんのはるオーガニックケアガーデン　蘖～ hikobae ～」
（ほぼ解読不能で申し訳ございません。3 階建の RC 棟と隣接する民家を改修しまちの拠点をつくります）
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閉鎖の衝撃

「福岡のシェルターが閉鎖した。」
2014 年 3 月、このニュースは全国の関係者

に衝撃をもって迎えられたことだろう。当時
は全国各地で立ちあげの話が進み、全都道府
県への配置に向けた動きが加速しつつある時
期だった。運営が難しいと言われていた地方
都市にも拡大の兆しが見えていた中での、福
岡の閉鎖。かねてより指摘されてきた子ども
シェルターの課題が、もっとも厳しい形で表
に出たことになる。

　渦中の私たちにとっても、閉鎖の傷は思
いのほか深かった。関係機関の信頼を失い、法
人会費や寄付で支援してくれた人たちも裏切
ることになった。Yahoo! ニュースで取り上げ
られ、見ず知らずの人たちから無数の誹謗中
傷を受けた。ミーティングには妙な緊張感が
生まれた。みんなが同じ方向を見れなくなっ
た。

原因を探る

再開に向けた動き出しは早かった。当時は
「休止」という言い方をしていて、再開するこ

とが前提になっていた。原因を探り、対策を
立てれば、再開できると思っていた。

閉鎖の原因は、シンプルにいえば資金難に
尽きる。そだちの樹が運営していた子ども
シェルター「ここ」は定員を 5 名としてい
たから、その 2 倍に当たる 10 名の入居があ
れば、翌年度は 5 名分の措置費（事務費）が
支払われる。しかし「ここ」では、開設した
2012 年度にはちょうど 10 名の入居があった
ものの、2013 年度は 5 名にとどまり、2014
年度の措置費が 1,000 万円近く削減される見

通しとなった。多額の寄付を集める仕組みも、
潤沢な蓄えもなかった私たちにとって、1,000
万円の減額をカバーしながら運営を続ける決
断は難しかった。子どもを追い出したり、常
勤スタッフを解雇したりする必要がなかった
のが救いだった。

解決の方向性はふたつ考えられた。ひとつ
は資金調達の仕組みを整えて、措置費が減額
されても事業を継続させられるようにするこ
と。もうひとつは、毎年 10 名以上の子ども
に利用してもらえるようにして、措置費の減
額が起こらないようにすること。

私たちは当初、どちらか一方に絞り込んで
対策を立てようとは考えていなかった。資金
を潤沢に確保できれば措置費が減額されても
運営を継続できるし、とはいえ見通しの立て
にくい寄付に依存した運営というのは不安定
にすぎるから、10 名以上の利用を確保するこ
とも並行して考えないといけない。そんな認
識だった。

資金難という嘘

具体的な進展がないまま数か月が経ったこ
ろ、中間支援の NPO から誘われ、NPO 向け
のマーケティング講座に参加した。資金調達
のヒントが得られるかもしれないと気楽に考
えていたが、私たちは、ここで厳しい現実を
突きつけられることになった。

私たちはまず、利用する子どもが少なかっ
た原因を改めて分析することから始めた。2
年分の記録をひっくり返して、入居の打診を
受けた人数と、実際に入居した人数、入居を
断った人数を整理した。

子どもの目線、子どもの選択

その 3

（そだちの樹　安孫子健輔）

2012 年度は、22 名の入居打診があった。こ
のうち、入居の要件に該当しないことが明ら
かで、入居の可否について具体的な検討に入
らなかったものが 10 名あり、残りの 12 名の
うち、入居に至ったものが 6 名、入居を断っ
たものが 6 名あった。複数回入居した子ども
がいたため、延べ人数ではちょうど 10 名と
なり、暫定定員は回避できた。

他方、2013 年度を見ると、そもそも入居打
診が 14 名と少なく、入居は 5 名、入居を断っ
たものが 3 名、明らかに入居の対象とならな
かったものが 6 名となった。つまり、一応入
居の可能性のあるケースをすべて受け入れた
としても、10 名の利用には至っていなかった
ことになる。

利用人数が少なかったのは、私たちが受け
入れに消極的だったからではない。それ以前

に、子どもたちから声がかからなかったとい
うことだ。

子どもシェルターはどこにいるの
か

では、なぜ「ここ」には声がかからなかっ
たのか。福岡市の一時保護所には 10 名分の個
室が備えられていて、集団処遇になじまない
という子どもをシェルターで受け入れる必要
があまりなかったこと、自立援助ホームが少
ないため（当時は男女混合のホームがひとつ
あるだけだった。）、シェルターで受け入れて
も退居後の生活場所が確保しにくく、入居が
長期化しやすかったことなど、外部的な事情
はあった。しかし今になって振り返れば、こ
うした事情は閉鎖の本質的な原因ではなかっ
たと思う。

転機になったのは、そのマーケティング講
座で「ポジショニング・マップ」を作った時
だった。ふたつの評価軸を任意に設定し、一
方の評価軸を縦に、もう一方を横に置いて、
ターゲットが重なる事業をプロットしていく
と、競合相手と自分たちの立ち位置を視覚化
できるというものだ。

私たちは最初、こんな図を作った。枠の堅
さを縦軸に、アクセスの良さを横軸に置いて、
思い当たる入所施設を配置した。一時保護所

（
図
１
）「
こ
こ
」
に
お
け
る
入
居
打
診
の
件
数
と
受
入
状
況

（
図
２
）　
緊
急
避
難
先
の
ポ
ジ
シ
ョ
ニ
ン
グ
・
マ
ッ
プ
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は、虐待を受けた子どもを最初に受け入れる
という意味でアクセスはいいが、生活の隅々
にまでルールが存在し、枠の堅さは際立って
いる。子どもシェルターは、子どもが自らア
クセスすることもできるが、里親や自立援助
ホームに比べれば一定の枠があることは否定
できない——

しかし、このマップには何か違和感があっ
た。こうやって立ち位置を確認したところで、
閉鎖の原因や再開に向けたヒントは見当たら
なかった。軸の立て方が違うのか、他の入所施
設と比べてみてはどうか、そもそもこのツー
ルは役に立つのか。悶々としながら議論を重
ねた。

五十歩百歩

そんな中、ふと感じたことがあった。子ど
もにとって、一時保護所と子どもシェルター
の違いなんて、ほとんど意味がないのではな
いか。どちらも敷居は高いし、ルールは細か
い。あえて行きたいと思うような場所ではな
い。それはマップに置いた入所施設すべてに
当てはまるかもしれない。子どもにとって、社
会的養護の世界そのものが、アクセスしにく
く、お堅いところなのではないか。

そう思って、私たちはマップを作り直した。
一時保護所も自立援助ホームも児童養護施設

も一緒くたにして、マップの左下にみんな追
いやった。苛烈な虐待を受けている真っ最中
に、子どもがまず逃げ込もうと考えるのはど
こか。そう考えて、友だちの家や学校、保健
室などを置いてみた。子どもたちにどうやっ
て選んでもらうかという視点で社会を眺めた
とき、子どもシェルターにとっての競合相手
は、一時保護所でも、自立援助ホームでもな
かった。友だちの家や学校と並んで、あるい
はハイリスクの仕事と比べて、選んでもらう
存在にならなければならないことが見えてき
た。

子どもの目線

振り返ってみれば、私たちは、子どもシェ
ルターはいいものだから、子どもたちはきっ
と利用してくれると無前提に信じていた。し
かし子どもから見れば、それは大人たちの奢
り以外の何ものでもなかった。

「ここ」に子どもたちがやってこなかったの
は、要するに、こういうことだ。それは、「こ
こ」が子どもにとって魅力的な居場所ではな
かったから。私たちが、子どもの目線で物ご
とを考えようとしなかったから。

こうやって結論を出したのは、2014 年の秋
ごろだったと思う。閉鎖から半年以上かかっ
て到達したのは、子どもの権利を扱う弁護士
たちが、子どもの目線を失っていること自体

（
図
３
）
社
会
的
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に気づいていなかったという皮肉な結論だっ
た。

子どもたちとつながるチャンネル

「ここ」は、子どもたちから遠すぎた。私た
ちは、もっと子どもの近くで、子どものいま
を知る必要があった。しかしどうやってそれ
を実現するのか。子どもの権利、子どもの目
線が大切であると知っていることと、それを
実践することとは難しさが格段に違う。

そんな中、当時オフィスに来ていた 2 人の
学生が企画書を持ってきた。相談事業を立ち
あげて、子どもたちと直に接点を持つチャン
ネルを作ってはどうかという提案だった。遠
くにいた子どもたちに近づくための、シンプ
ルで効果的なプロジェクト。メンバーに反対
はなかった。

準備は急ピッチで進んだ。どうしたら子ど
もたちにアクセスしてもらえるかを徹底して
議論した。法人のウェブサイトと別に、相談
を考える子どもたち向けの専用サイトを立ち
あげた。財布に入れておけるクレジットカー
ド・サイズの相談カードを作って、児相や区役
所、高校、大学を回り、カードの渡し方、紹
介の仕方をレクチャーして回った。そうして
2015 年 4 月、相談窓口「ここライン」を開設
した。

ここラインの事業内容や相談実績はここで
は書ききれないが、相談件数は順調に伸び、2
人のソーシャルワーカーが日々たくさんの若
者たちとかかわっている。詳しくはウェブサ
イトを参照してほしい。

https://sodachinoki.org/kokoline/

おわりに

相談窓口の運営を通して見えてきたのは、
虐待を受けている子どもにとって、子ども
シェルターは有効な解決策ではあるものの、
唯一の解決策ではないということだ。多くの
子どもにとって、子どもシェルターは「ちゃ
んとしすぎている」と言えば分かりやすいか
もしれない。

子どもたちは、それぞれが自分にとって唯
一の居場所を求めているが、その形態は唯一
ではない。子どもたちのニーズを総じて見れ
ば、必要なのは多様な居場所だ。そうしたニー
ズを前に、子どもシェルターはどのポジショ
ンを守るべきか。地域の事情を踏まえなが
ら、子どもシェルターはどうあるべきか。そ
もそも子どもシェルターであるべきか。在宅
では解決できないのか。子ども目線で徹底的
に、不断の検証を続けることが、子どもシェ
ルターの発展には不可欠だと改めて思う。そ
うやって子どもシェルターは、輝き続ける存
在であってほしいと願う。
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立ちあげた子どもシェルターを続けて運営
していくには、どうしたらよいでしょうか。第
１に、多くの子どもたちに認知してもらうこ
と、第２に、入居の打診に対して素早く支援
を開始すること、第３に、定員どおりの措置
費を受け取ることが有効です。

2024 年 9 月 28 日、同月 29 日、子どもシェ
ルター全国ネットワーク会議の総会・分科
会・全体会が埼玉県さいたま市で行われまし
た。子どもシェルターピッピは、2 度の休止
を経て、2021 年 10 月、再開をしました。い
つまた休止に陥るか、と不安の種はつきませ
ん。そこで、子どもシェルターを続けて運営
していくことを、全国ネットワーク会議の議
題にしていただくことにしました。その結果、
さまざまな実践を知ることができました。そ
のなかから、実践したいと強く感じた 3 つを
報告します。

１ 多くの子どもたちに認知しても
らうこと

子どもシェルターを続けて運営していくた
めには、入居者が続くことが必要です。シェ
ルターは、家庭に居場所のない子どもたちの
緊急避難場所です。家庭に居場所のない子ど
もたちが、子どもシェルターを利用して緊急
に避難したいと考える子どもたちです。そう
だとすると、子どもシェルターの存在を多く
の子どもたちに伝えることができれば、多く
の子どもたちが入居を検討し、その結果、入
居者が増えていくと考えられます。

家庭に居場所のない子どもたち自身や、そ
の周辺にいる支援者に子どもシェルターのこ
とを知ってもらうことに、どの法人も力を入

れています。工夫をこらしたウエブサイトを
持ち、アピールしています。SNS サービスも
積極的に活用されているようです。また、子
どもたちからの電話相談に力を入れていると
いう報告もありました。電話相談カードを年
間何万枚も、警察や公共施設などにおいても
らっているそうです。電話相談員６人でシフ
トを組んで対応しているとのことです。

また、児童相談所との連携にも、ほとんど
の法人が力を入れていました。子どもシェル
ターは、児童福祉法 25 条 1 項にもとづいて要
保護児童を児童相談所に通告しますし、児童
相談所から、一時保護の委託を受けたり（児
童福祉法 33 条２項）、自立生活援助について
対象者に代わっての申込みの提出を行ったり
します（同法 33 条の 6、第 2 項）。このように、
児童相談所には児童虐待の情報が集まる仕組
みになっているのですから、児童相談所に子
どもシェルターの理念と実態をよく知っても
らい、子どもシェルターを積極的に活用して
もらうような関係を築きたいものです。児童
相談所との連携が円滑に行われるよう、相互
の情報共有や守秘義務について協議し、協定
書を締結することも有効です。

このほか、自治体を通して、子どもたちに
子どもシェルターのことを知ってもらうこと
も、有効です。自治体も、家庭に居場所のな
い子どもの情報が集まってきます（児童福祉
法 25 条の 7）。自治体あてに、シェルターの実
情や、施設概要、利用方法などを伝え、シェ
ルターを知ってもらう機会を設けているとい
う報告がありました。約 10 か所の自治体が
参加したとのことでした。

このように、家庭に居場所のない子どもた
ちに子どもシェルターの存在を知らせるため

続けて運営していくために
実践したいこと

その 4

（NPO 法人 子どもセンター・ピッピ　松山 馨）

に、なるべく多くの人の目に触れるようにす
ることと、要保護児童の情報が集まる機関と
の連携を強化することの両面が有効です。

２ 素早く支援を開始すること

次に、入居の打診が来たら、入居希望者や
支援者を待たせることのないよう、直ちに入
居の可否を判断し、支援につなげることが有
効です。せっかく打診があっても、入居の諾
否がすぐに得られなければ、希望者・支援者
の期待に答えられないでしょう。いつまでも
希望者・支援者が待っていてくれるとは限り
ません。受け入れられるのであれば直ちに入
居し、支援を開始することが、わたしたちに
求められています。もし受け入れることがで
きないのであれば、すぐに他の選択肢を提示
すべきです。

そのために、まずは、施設スタッフの意見
をすぐに確認します。先行して入居している
入居者の状況を最もよく把握しているのは、
施設スタッフです。施設スタッフが無理だと
感じているのに入居させることはできません。
施設スタッフが受入の可否を早期適切に判断
することができるよう、打診を受けた時点で、
入居希望者本人や親権者の状況、健康状態な
どを、的確に聴取しておくことが肝心です。

どのような仕組みで、入居可否の最終判断
をするのか、も、あらかじめ明確にしておく
必要があるでしょう。緊急会議、オンライン
会議、メール利用など、さまざまな実施方法
が考えられます。できるだけ早い結論が出せ
る方法を検討するのがよいでしょう。

次に、受け入れることとなったのであれば、
できるだけ、関係機関に協力してもらうこと
も重要だと感じました。児童相談所から一時
保護の委託を受けるのであれば、児童相談所
から子どもシェルターまで児童相談所の車で
職員に送り届けてもらうことがあるという報
告がありました。関係機関との関係を築くこ
とが、早く効率的に支援を開始することに繋
がります。

さらに、コタンをできるだけ早く手配する
ことも重要です。すべての入居者にコタンが

ついていることも、わたしたちの子どもシェ
ルターの特徴の一つです。コタンの候補者を
確保するのに、弁護士会の委員会活動や食事
会などは絶好の機会であるとのことでした。
そして、名簿を調製して、候補者に、次の入
居者があったらお願いする予定だ、とあらか
じめ声をかけておく、という実践も報告され
ました。

３ 定員どおりの措置費を受け取る
こと

子どもシェルターは、運営に関する経費の
支弁を受けられます。子どもシェルターは、児
童自立生活援助事業所として認められており

（平成 10 年 4 月 22 日児発第 344 号厚生省児
童家庭局長通知（令和 6 年 3 月 30 日こ支家
第 182 号）「児童自立生活援助事業の実施に
ついて」別紙児童自立生活援助事業実施要綱
第 13）、事業運営に関する経費は、支弁を受
けられます。

支弁を受けられる額について、入居定員で
はなく、それより少ない暫定定員にもとづい
て算定されることがあります。支弁を受けら
れる額は、令和 5 年 5 月 10 日こ支家第 47 号
こども家庭庁長官通知によるものとされてい
ます（前記実施要項第 12）。支弁を受けられ
るのは、令和 5 年 5 月 10 日こ支家第 47 号こ
ども家庭庁長官通知（令和 6 年 5 月 22 日こ
支家第 324 号）によれば、保護単価に、その
月の定員を乗じて得た値等であり（同第 1 の
5）、定員とは入居定員をいうが、ただし、都
道府県知事等が暫定定員を定めたときは、そ
の暫定定員をいうとされています（同 2）。そ
して、暫定定員については、令和 5 年 5 月 10
日こ支家第 49 号こども家庭庁支援局長「『児
童福祉法による児童入所施設措置費等国庫負
担金について』通知の施行について」第 1 の
1 項に規定があり、算式が定められています。
すなわち、暫定定員を定めるとは、入居定員
よりも少ない値とすることであり、支弁され
る額を減少させる、ということを意味します。

ですから、経費の十分な支弁を求める私た
ちにとって重要なのは、暫定定員を定められ
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ないことです。同項（注）（６）第１文には、
「前年度の新規入所児童数が定員の２倍以上

である場合には、暫定定員を設定しないもの
とする。」と規定されています。つまり、定員
の２倍以上の入居者を確保すれば、暫定定員
を定めないことになり、入居定員どおりの支
給が受けられるということです。まずは、新
規入所児童数が定員の２倍以上となるように
することが必要です。

新規入所児童数が定員の２倍とならない時
は、都道府県知事等に対し、「特段の事由」を
訴えて、暫定定員を定めないよう働きかけを
することが有効です。同項（注）（６）第２文
には、「上記算式を適用すべきでない特段の事
由がある場合については、入所児童の具体的
な入所計画等を基礎とし、かつ、上記算式の
趣旨を鑑み、都道府県知事、指定都市若しく
は児童相談所設置市の長が定めることができ
るものとすること。」と規定されています。し
たがって、「特段の事由」を訴えることができ
ます。

都道府県知事等に対する説得のために主張
する「特段の事由」は、具体的なものが有効で
あるようです。例えば、いつからいつまで支
援にたいへん手がかかる入居者がいたために、
この期間中、何件の打診があったが入居する
ことができなかった、というように、数字が
あると説得力があるようです。そのためにも、
打診の時期や入居者の状況を記録し、説得の
ための資料を作成することが必要です。

もっとも、子どもシェルターの存在意義へ
の理解が得られているため、暫定定員を定め
られていないという報告もありました。子ど
もシェルターは児童自立生活援助事業そのも
のではなく、入居期間や、入居退去のタイミ
ングなどが同事業とは異なっています。また、
暫定定員を定めて収入が減少すれば、子ども
シェルターの存在自体が危うくなり、そうす
ると緊急避難場所を失うことになります。こ
のようなことから、児童自立生活援助事業と
同じように暫定定員を定めるべきではないと
いうことに理解が得られているとすれば、実
に素晴らしいことです。一時保護所その他の

施設で受け入れることができなかった子ども
たちに緊急避難場所を提供する子どもシェル
ターの事業はそれ自体価値があるはずです。
その存続を危うくする暫定定員の定めには抵
抗を続けなければなりません。

立ちあげた子どもシェルターを続けて運営
していくのには、立ちあげと同じように困難
があるかもしれません。しかし、困難に立ち向
かっている仲間が全国にいます。子どもシェ
ルター全国ネットワーク会議はそのためにあ
ります。必要の都度、悩みを相談することも
できます。さらに、全国ネットワーク会議で
は、毎年総会を開催しており、その際、行政
説明など情報の共有や、各法人の経験の交流
を行ってきました。本稿は、2024 年に埼玉
で行われた会議での学びをお伝えするもので
す。こうした経験交流等の機会は続くはずで
す。これからも、よろしくお願いいたします。

シェルター開設直後は、とにかく心配なこ
とばかりです。継続的に運営していくための
資金をしっかり確保できるのか、雇ったス
タッフとうまくやっていけるだろうか、シェ
ルターを利用する子どもが本当にいるのだろ
うかなど、私自身のもともとの心配性の性格
も相俟って、本当に（主観的にですが）苦し
かったです。

このうち、資金面については、シェルター開
設前の準備段階で、大雑把なものでしたが資
金繰り計画表を作成し、これを準備会のメン
バーみんなで共有していました。シェルター
を利用する子どもがいるのだろうかという点
については、準備段階で、県内の各児童相談
所を個別訪問しニーズがあることは確認して
いましたので、「なんとかなるはずだ」と自分
に言い聞かせていました。

他方で、雇ったスタッフとの関係は、深く悩
みました。スタッフの採用が最終的に決まっ
たのが、シェルター開設の 2 週間前であった
こともあり、自分たちが考える子どもシェル
ター活動の理念が、雇ったスタッフ全員に浸
透しているとは言い難い状態でした。シェル
ター開設から最初 3 カ月間は、シェルター
の施設長である従業員との間で、険悪な関係
にもなりました。施設長が辞めてしまったら、
子どもシェルターの活動はさっそく休止せざ
るを得ないだろうと覚悟したときもありまし
た。こんな悪い状況の改善に向けて支えてく
れたのは、準備会から関わってくれていたメ
ンバーでした。いろいろなところでフォロー
をしてくれました。結局は、シェルター施設
長の寛容さに私自身が惹かれることになり、
今では、施設長は、私にとって、子どもシェ
ルター活動において最も信頼のおける最大の

パートナーとなっています。お互いに言いた
いことを後腐れなく言える関係性になれたこ
と（もちろん、礼儀をわきまえているつもり
です）が非常に大きいです。

私の中では、子どもシェルターの運営面で
は、スタッフのことで悩むことが６、７割を
占めています。スタッフが、やりがいを継続
的に感じられるような仕組みを作らなければ
ならないと思いますが、なかなかそのために
どうしたらよいのか解決策が見つかっている
わけではありません。

NPO を運営して８年経ちます（2025 年時
点）。立ち上げの段階で、志を同じくしてと
もに頑張ってきたはずのメンバーの半分以上
が、今では、すでに辞めています。それぞれ
辞めることにした事情はさまざまだとは思い
ます。しかし、ときに、深い対立が起こると
きもありました。“事実と論理”には長けてい
ると思われる弁護士同士であっても、このよ
うな対立が起こるのですから、より一層疲弊
する感がします。私は、「悪い対立」と「良
い対立」があると思っています。「悪い対立」
というのは、責任追及的、個人非難的な関係
性です。まさに非難するーされる関係ですか
ら、お互いに過度に防衛的になり、（そのつも
りがなくても）対抗するような言動を少しで
もしてしまえば、二項対立の世界に単純化さ
れる錯覚を覚え、対立の沼にはまっていくほ
かないように思います。他方で、「良い対立」
というのは、私たち子どもシェルターの活動
との関係で言うと、“シェルターでサポートし
ている子どもたちのために、私たちは何がで
きるか？何をするか？” という共通認識（共
通機軸）のもとで、意見を率直に伝え合うこ

開設直後と 8年目
（大変だったこと）

その 5

（NPO 法人つなご　理事長　曽我 智史）
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とであると思っています。
「悪い対立」になりそうな予感がしたら、「良

い対立」の基軸に戻すことが重要で、普段か
ら、そのための組織づくりというものを意識
しておく必要があると思います。対立は、運
営を担っている者同士の間で、運営を担って
いる者とスタッフとの間で、スタッフ同士の
間で、起こりえます。普段から、上記機軸の
もとできちんと話し合える関係を作っておき、

「悪い対立」からは距離を置く組織文化を作っ
ておくことが重要であると思います。

また、組織文化としては、心理的安全性や
トラウマインフォームドコミュニティなどの
考え方がベースとなっていると良いように思
います。

ちなみに、こんなことを書いている私も、上
記機軸で話し合えない方とは、袂を分かつ選
択をしたこともあります。

立ち上げ

2021 年 12 月、以前から「多摩に子どもシェ
ルターを作りたい」と言っていた初代理事長
のもとに、シェルター立ち上げ支援事業とし
て、パブリックリソース財団の資金と先行団
体のノウハウの両方が提供されるとの情報が、
複数の方から寄せられた。それから数週間後
の 2022 年 1 月 7 日には、「多摩に子どもシェ
ルターを！」との集まりがもたれた。私たち
は、大きな不安と小さな楽観とともに一歩を
踏み出してしまった。

メンバー

弁護士や大学教員、行政機関職員、医師、子
ども・若者支援の活動をしているメンバーが
集まった。弁護士は東京三弁護士会多摩支部
子どもの権利に関する委員会のメンバーであ
る。

こだまだからこそ

東京にはカリヨンがあり、2 つめのシェル
ターを都が認めてくれるのか不安があったが、
何度か都庁に足を運び、好感触を得た。また
多摩地域の 4 か所の児童相談所はいずれも期
待しているとおっしゃってくれた。

弁護士会多摩支部子ども委員会の多くの仲
間が理事長からの突然の電話にコタンを快諾
してくださった。

地域の方々とともに創っていきたいと考え、
メンバーの人づてで広報して会員を増やすす
るとともに、開所前に多摩地域 4 か所で市民
向け講座をし、またボランティア養成講座に

も取り組んだ。市民の方々からは寄付をいた
だき、ボランティアとしてご協力いただいて
いる。

また、副理事長の講演会に来てくださって
いた大家さんが様々協力してくださり、こだ
まは建物に恵まれた。

さらに、副理事長のつてで訪問医療に来て
下さるドクターがいて PT さんも週 3 回来て
くださっている。発熱でもメンタルでも気軽
に相談できるドクターがいるのは安心である。

早い時期から第三者委員をお願いした。第
三者委員と子どもたちの会議をもって、そこ
で出された YouTube などの要望に積極的に
応えようとしてきた。

こだまだからこそ、があるとすれば、職員
も含め、人に恵まれていることだととても思
う。

施設長と職員

2022 年 1 月に集まったメンバーでもある
元福祉司に施設長をお引き受けいただき、施
設長やメンバーの引きで最初の職員体制が固
まっていった。

言うまでもなく職員あってのシェルターで
ある。

労働条件としては厳しいことをお願いせざ
るを得ないが、職員面談を繰り返し、理事メ
ンバーも一緒に悩んできた。月 2 回の職員会
議に理事が必ず出席するほか、ヘルプなどで
理事メンバーもシェルターにいる時間を多く
とってきた。

メンバーの一人でもあるドクターが産業医
のように職員の相談にのってくださっている。

シェルターこだまについて

その 6

（特定非営利活動法人 子ども・若者センターこだま）
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開所

2024 年に 1 月に定員女子 6 名でシェルター
がスタートした。

児童相談所をはじめ、地域の支援機関、弁護
士会や裁判所、そして子どもからの何件もの
打診を含む 1 年間で 59 件もの入居打診は、こ
の多摩地域の子どもたちに確かに子どもシェ
ルターのニーズがあることを実感させるもの
だった。

そして、1 年間で 15 人の子どもを受け入
れ、12 人の子どもを送り出してきて、その
ニーズの一部ではあったが、私たちは確かに
応えてきたのだと考えている。

課題も少なくない。子どもたちのシェル
ターに対する評価は全般的には高いが、特に
入所後時間が経過すると「1 日も早く出たい」
という声が増える。シェルターはあくまで一
時的な居場所なのであり、その後の居場所を
早急に確保（できるように）することが大き
な課題である。これは地域の大人全体で取り
組む必要があると思う。

また、関わっているメンバー間の意見の相
違ももちろんあるから、コミュニケートする
時間は大切だと思う。

職員の負担感を軽減するとともに事務局体
制を早期に確立しなければならない。そのた
めにも財政面でより安定的な基盤の確立が必
要である。

長期的には、この 1 年間で明らかになった、
私たちが応えきれないニーズにどう向き合っ
ていくかということもある。

こ れ か ら シ ェ ル タ ー を 作 ろ う と
思っている方に

メンバー、職員、コタンや第三者委員、地
域の支え手…ヒトが肝だと思います。意見が
ぶつかり、もうだめかも、と思う夜もあるは
ずです。

でも、シェルターで大富豪に盛り上がり、ご
飯をともにしながら楽しそうに話す子どもた
ちからは、たくさんの元気をもらいます。

苦労を乗り越え、喜びを分かち合うために、
志を同じくする、心がホットで頭がクールな
相談しやすい仲間が大切だと思います。

また、「相談できることは強さの証」と思い
込み、様々人に助けてもらうことも必要だと
思います。私たちもお伝えできるすべてをお
伝えします。

子どもシェルターの
新設と支援の実践

その 7

（NPO 法人 子どもシェルターおるき　理事弁護士 中島 香織）
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いつでも「おるき」
ここに「おるき」
あなたが
私たちを必要としなくなる
そのときまで



あとがき

子どもシェルターが、2004 年に東京で初めて開設されてから、20 年。子
どもシェルター全国ネットワーク会議が、2011 年に結成されてから、13 年。
そして、2018 年に、子どもシェルター立ちあげブック第１版が刊行されてか
ら、６年になりました。立ちあげブック第１版に寄稿した子どもシェルター
は、20 ヶ所でした。その後、このブックを活用して、新設されたシェルター
が、5 ヶ所になります。この間、休止を余儀なくされたシェルターもありま
すが、現在 21 ヶ所の子どもシェルターが、各地で活動しています。各地の
シェルターが、それぞれの地域の文化や伝統、関係機関や支援者との連携の
実情などに根を張りながら、今晩泊まるところのない子どもたちを、ひとり
ぼっちにしないという願いをもち、傷つけられた子どもの権利の回復、尊重
を旗頭として、バラエティ豊かなシェルター活動を展開してきています。

2021 年から３年をかけて、一般社団法人日本民間公益活動連携機構
（JANPIA）の資金提供を受けて、公益財団法人パブリックリソース財団と子
どもシェルター全国ネットワーク会議が、協働事務局となって、高知、東京多
摩、福井の３件の新設シェルター立ち上げ支援事業を行ってきました。外部
の資金提供団体と、既存のシェルター運営法人が、新設をめざす法人に３年
間伴走し、毎月定期的に会議を開き、具体的な事業開設の準備を見守り、助
言し、見学、研修などに協力をして、共に歩むという活動が、具現化したの
です。まさに、「ひとりぼっちじゃないんだよ」の理念が、子どもたちだけで
はなく、シェルターを運営するおとなたちどうしの中でも、実践された現場
でした。この実践を今後のシェルター運営に活かすことが、改訂版刊行のひ
とつの目的でした。

また、子どもシェルターに第三者評価制度を導入することをめざし、2021
年から、キリン福祉財団の支援を受けて、プロジェクトチームが結成されま
した。まず、子どもシェルターとは何か、何を行う活動なのかということを、

共通の言葉で表現しようという取り組みとして、運営指針を策定しました。
2022 年には、この運営指針をもとに、第三者評価基準を策定し、2023 年に、
３か所のシェルターの協力を得て、モデル実施を行ったところです。引き続
き、第三者評価の本格実施をめざし、またそこで確認された各シェルターの
困りごとを、全国ネットワークが、伴走支援の形で共に担っていこうという
試みも検討されています。

そうした各地の展開や全国ネットワークの取り組みの過程で、この立ちあ
げブックを、よりシェルターの新設、運営の実践に役立つものに改訂しよう
という試みが、この改訂版として、結実したということになります。その思
いを共有し、超多忙な皆さんが、締め切りに追われる中で、原稿を寄せてく
ださっていることに、心温まる思いがします。

この間、困難を抱える女性支援、社会的養護ケアリーバー支援などの新たな
制度も、整備されてきました。またこども家庭庁による「こども・若者シェ
ルターガイドライン」が策定されつつあります。そうした動きの中で、全国
ネットワークがめざす子どもシェルターは、どのような立ち位置で、どのよ
うな役割を果たしていこうとしているのか、私たちも厳しく問われる時代に
なっていることを自覚せざるを得ません。

この社会で苦しむ子どもたちが、ひとりでも多く、共に生きたいと願う人々
の輪につながり、希望を失うことなく、それぞれの人生を歩んでいくことを
願って、私たちのできること、なすべきことを問い続けていきましょう。子
どもシェルター立ちあげブック改訂版の刊行が、その一助となることを願っ
てやみません。

社会福祉法人カリヨン子どもセンター
理事　坪　井　節　子
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